
平成２３年度優先度判定パブリックコメント結果 

No. 属性 年代
府省
名

施策
番号

施策名
ご意見概

要
ご意見 その理由

4201

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（イノ
ベーション成
長戦略実現
支援プログラ
ム）

このまま
推進す
べき

カタカナ文字が踊り、つ
かみにくいベクトルでは
あるが、言わんとする所
は大学の研究成果を地
域の協力を得て事業と
して発展させ、単発では
なく連続的・持続的に成
果を出していくうねりを
起こそうとするものであ
る。シーズ無くして進む
ものではないのでこの
制度は必要な制度であ
る。残り年数が短いの
で焦点を絞った形で更
に発展させなければな
らない取り組みと考えま
す。

過去にもこの手のもの
は試みられているが事
業にはなかなかなりにく
い！これは結果として
認めざるを得ない。しか
し、民間企業にて事業
をゼロから立ち上げた
経験からして一朝一夕
に結果が出るものでは
ない。見せかけの結果
で息をつなぐのではな
く、真に役立つ技術を開
発する能力を持つ研究
集団に絞ってわき目も
振らずに研究にいそし
めるぐらいの予算をつ
けたいものである。疲弊
した企業を活性化する
ために制度面での配慮
があると結果が出やす
くなる！

4202

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金は継
続的に推進していくべき
である。

我が国が国際社会にお
ける優位性を得るには
科学技術を発展させる
以外に方法はなく、研
究者の自由な発想に基
づく研究の展開を促進
させる科学研究費補助
金は継続的に推進して
いくべきである。

4203

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学総
合研究事業

このまま
推進す
べき

花粉症、喘息、自己免
疫疾患などの根本的な
原因が知りたい。 

家族4人全員が花粉
症、ダニアレルギー、食
物アレルギーなどで困
っています。子供たちは
小さいときから花粉症
にかかり、少なくとも6才
までは花粉症にならな
い、と言うことだったの
ですが（小児科、テレビ
などの情報）1人は幼稚
園に入る前から春にな
るとグスグスしていまし
た。抗アレルギー剤を
飲みっぱなしの子供時
代で、ひどくなって喘息
になるよりはいい、と言
われてお医者さんの言
うなりでした。もう一人
の子供は自己免疫疾患
と杉花粉症です。それら
は何か関係があるので
はないか、と素人ながら
に思います。どうか、研
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究を進めていただきた
いと思います。  

4204

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24181

地域イノベー
ションクラス
タープログラ
ム

このまま
推進す
べき

長野地域では、カーボ
ン・ナノチューブ等の研
究開発により多数の技
術移転、事業化が行わ
れ、10年間で30億円以
上の売上げが見込まれ
ています。したがって、
さらに大きな売り上げに
結びつけ、地域を活性
化させるため、この施策
を継続すべきと考えま
す。

本事業は、種をまき、芽
が出、ようやく花を咲か
せようとしている時期に
あると考えます。この事
業を中止してしまって
は、大輪の花を咲かせ
ることはできません。む
しろ多くの労力、資金が
無駄になってしまう恐れ
があると考えます。活力
ある地域経済のために
本施策は不可欠である
と思います。

4205
民間
企業

50～
59歳

文部
科学
省

24114

(独）宇宙航
空研究開発
機構「地球環
境予測・統合
解析に向け
た衛星観測
データの高
度化」

このまま
推進す
べき

現在運用中のＡＬＯＳ、
ＴＲＭＭ、ＡＭＳＲ－Ｅや
今後打ち上げ予定のＧ
ＣＯＭ、ＤＰＭ／ＤＰＲ、
ＥａｒｔｈＣＡＲＥ／ＣＰＲ、
ＡＬＯＳ－２は全地球規
模での観測網を構築
し、環境監視、災害監
視、森林・国土管理、
水・資源管理などわが
国のグリーンイノベーシ
ョン施策を検証する極
めて重要な衛星群であ
る。これらの衛星データ
の高度化やデータアー
カイブの充実は、社会
分野での飛躍的な利用
が見込まれる。更にこ
れらのデータから幅広
いイノベーションが期待
され、同時に様々なビジ
ネス展開が予測され
る。新たな事業創出、雇
用確保など経済活性化
にも大きな貢献が見込
まれるため積極的に推
進すべきである。 

観測衛星のデータ利用
拡充は社会インフラとし
て早急に整備されるべ
きシステムである。この
整備拡充は公共的な目
的のみならず、新たなイ
ノベーションの創出も見
込まれるため産業界に
とっても大きなビジネス
チャンスである。

4206

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

50～
59歳

文部
科学
省

24190
科学技術振
興調整費

このまま
推進す
べき

科学研究費もそうであ
るが、振興調整費のよ
うに広い科学技術分野
をカバーし、機動的に運
用できる予算は、我が
国における科学技術研
究の水準を維持発展さ
せる上でもっとも重要な
予算費目の一つであ
る。財政状況はきわめ
て厳しいが、とくに産学
官民のセクターを一つ
の達成目標に向かって
有機的に結びつけるシ

科学研究費、振興調整
費ともに長い実績があ
り、またそれぞれ担って
いる役割がある。さら
に、こうした特色ある広
域的予算が複数存在す
ることは、単一の視点
からの評価によって大
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設試
等）

ステムとして一層の充
実を望みたい。なお、目
的は異なるが、予算申
請や管理実務において
は科学研究費と振興調
整費、その他予算がで
きるだけ同じシステムで
使用できるように一層
の改善を望みたい。

学や学部の過度の序列
化を招かないためにも
非常に有益である。

4207
公益
法人

60歳
～

経済
産業
省

27149

ゲノム創薬加
速化支援バ
イオ基盤技
術開発

このまま
推進す
べき

本施策は医薬品開発を
行う上で一企業では達
成が難しい領域である
ので、政府の施策として
推進すべきである。

膜タンパク質とリガンド
分子の相互作用による
立体構造解析や、コン
ピューターによるスクリ
ーニングは効率的な医
薬品開発に不可欠なも
のであるので、本施策
を継続すべきである。

4208

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

広く薄く基礎研究を支援
するための極めて重要
な施策である。規模を
拡大し積極的に推進す
べき。過度に集中した
１％研究者への投資な
どよりよほど重要。

競争的資金という名目
は正しくなく、基盤的研
究を支える本質的予算
となっていることを強く
認識し、大学において
も、国公立試験機関(含
む独法)においても基本
的な研究開発予算であ
ることから、国としての
研究体制を崩壊させな
いために不可欠である
から。

4209

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

厚生
労働
省

25113

独立行政法
人医薬基盤
研究所 保健
医療分野に
おける基礎
研究推進事
業

このまま
推進す
べき

推進するという内容で
あるが、実際には予算
が３０％程度削減されて
おり、医療を推進する目
標がこのままでは達成
できないように思える。
医薬分野では研究開発
費が年々上昇してきて
おり、効率的な研究の
ためには企業・大学・研
究機関の相互補助が必
要不可欠である。また、
医薬分野でも優秀な人
材が必要であり、人材
の海外流出を防ぐため
にもポスドクや研究員
のポストを十二分に用
意しておく必要がありま
す。

あらゆる分野において、
再び「人材」＝「ソフト」
が重要視されている時
代になり、各国各企業
が人材の確保に奔走し
ている中、単年度目標
を達成するためだけに
研究費と人件費をカット
するというのは愚の骨
頂であります。現に少な
くない数の優秀な人間
が海外で研究を行なっ
ている現状で、20,30年
後のことまで考えられる
のであれば、この計画
のように30％の予算削
減はありえないと思いま
す。

4210
大学・
公的
研究
機関
（独

50～
59歳

文部
科学
省

24160
海洋・極限環
境生物圏研
究

このまま
推進す
べき

本研究は日本（ひいて
は人類）にとって重要で
あり，その推進のため
に積極的な支援をする

地球温暖化による海洋
環境の変化が危惧され
る現在，海洋生態系の
機能を理解し，その動
態を把握することは，海
洋の環境保全や資源確
保やとって極めて重要
である．また，深海・地
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法・公
設試
等）

べきだと思われる． 殻内生物圏は遺伝子資
源のソースとして重要で
あり，他国に先駆けて，
資源開発と確保に努め
るべきである．

4211

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

内閣
府

13101

沖縄科学技
術大学院大
学の開学準
備

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

担当を文部科学省にす
べき。

これまでの不透明な調
達手続きなど、大学創
設の目的が不明瞭であ
る。

4212

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24168
国際宇宙ス
テーション計
画

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

国際宇宙ステーション
計画は、日本の将来の
有人宇宙飛行技術獲得
の基盤となるものであ
る。有人宇宙飛行のた
めの、唯一、日本が獲
得していない技術が、
与圧かつ温度コントロ
ールした状態での地球
への帰還技術である。
今のままの計画では温
度コントロール(室温の
維持、冷凍や冷蔵保
存）できないHTV 
returnableが開発されつ
つある。ぜひ、温度コン
トロールのできるHTV 
returnableを開発して欲
しい。

HTV returnableに温度
コントロールがなけれ
ば、機械とか植物といっ
た乾き物しか帰還させ
ることができず、有人宇
宙飛行技術の獲得に至
らない中途半端なもの
になってしまう。逆に、
HTV returnableに温度
コントロールの機能を持
たせることができれば、
細胞や動物も生きたま
ま宇宙に送り帰還させ
ることが可能になる。シ
ャトル退役後も、国際宇
宙ステーションでの生物
学的な実験が遂行可能
となり、国際宇宙ステー
ションの有効利用につ
ながる。

4213

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

総務
省

20116
電磁波計測
基盤技術の
研究開発

このまま
推進す
べき

開発される電波・光を用
いたリモートセンシング
技術は、世界最高性能
の時間・空間分解能と
感度の実現を目指して
いる。その技術は、工
業など経済活動、自然
災害や有事対策といっ
た国家安全保障、地
球・宇宙観測を通した基
礎物理学の向上や教育
など、分野を横断した貢
献が期待できる。このよ
うな開発は、省庁を代
表する研究機関で行わ
れるべきである。

多岐にわたる分野に大
きな影響を与える技術
革新は、それを取りまと
める機関の間で調整を
行い、相乗的・相補的
効果を目指しながら推
進されるべきである。さ
らに開発された技術を、
国内の企業や教育・研
究機関に教授する機能
も、省庁を代表する研
究機関に期待できる。

大学・
公的 新たな農林

食料自給率の低下、食
の安全や信頼確保、地
球温暖化を始めとする
環境問題などに対応し
て実施する試験研究や

この事業では、農林水
産・食品産業発展のた
めの政策の推進及び現
場の課題解決を図るた
めのものであり、産学官
が連携し、迅速かつ効
率的に研究を実施して
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4214

研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

農林
水産
省

26108

水産政策を
推進する実
用技術開発
事業 改善・見

直しをし
た上で推
進すべき

技術開発は、長い期間
を要するものが多く、ま
た、その成果の普及に
も時間を要する。これら
に対しては短期的視点
でなく、国策として拡充
して取り組む必要があ
る。

いる。また、外部専門家
等の進行管理も実施さ
れており、現場ニーズを
踏まえた実用化研究が
推進され、有効性は極
めて高い。今後も食料
自給率の向上や地球温
暖化への対応策等国を
あげて長期的に取り組
む必要がある。

4215

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24121
脳科学研究
戦略推進プ
ログラム

このまま
推進す
べき

脳機能は未知の可能性
を秘めておりその分研
究領域も多岐に渡り計
り知れない深淵を持っ
ている。日本社会だけ
でなく世界人類の豊か
な人生を担う為にも非
常に意義のあるプロジ
ェクトである。

社会が成長にするにつ
れ浮き彫りになってくる
のは人生の安らぎであ
る。教育や健康などの
社会問題は脳機能が明
らかになるつれて改善
する方法が見いだせて
くるし、またそれなくして
はありえない。これから
の社会に必要なのはこ
のような難しい問題であ
り、また脳科学は他の
研究領域に限らず文化
文明の目覚ましい発達
を約束するものだから
である。

4216

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究補
助金

このまま
推進す
べき

 研究者の研究活動を
支援する重要な制度で
あり、着実な予算確保
が必要である。また，基
礎研究を行う大学、独
立行政法人、民間企業
の研究所等に在籍する
研究者が応募できるも
ので、研究者が応募し
やすい研究資金であ
る。 「若手研究（A）・
（B）」は、若い研究者に
とって研究費獲得の登
龍門となっており、大幅
な拡充は必要である。 

 新しい研究テーマにチ
ャレンジするための、応
募しやすい研究資金制
度である。また，新しい
研究の芽を育てるため
には、採択率を上げて、
多くの研究者を支援す
る必要があるとともに，
大学等の研究費が減少
するなかで、公的な研
究資金による研究支援
は必要である。 

4217

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

経済
産業
省

27174
地域イノベー
ション創出研
究開発事業

このまま
推進す
べき

23年度要求額が前年度
より大幅に減額となって
いるが、むしろ増額すべ
き

我が国が長きにわたり
陥っている不況から脱
却するためには民間の
活力が欠かせない。そ
のため、研究開発を起
点とした新事業、新産
業創出による地域経済
の活性化を図ることは
極めて重要であり、当
該施策はより推進して
いくべきである。

科学研究費補助金は、

日本の現在の経済的、
科学的国際競争力の強
さは、科学立国として培
ってきた個々の研究の
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4218

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

日本の科学研究の推進
と国際競争力を維持す
る上で不可欠な施策で
あり、現在ももちろん、
将来に渡って、本施策
に対する推進・増額が
必要である。今後、日本
が国として存続していく
には、科学研究の質の
高さ、世界に通用するイ
ノベーションの量を維持
することが重要であり、
そのためにも、さらに本
施策を充実させることが
必要である。

質の高さと、レベルの高
い専門的研究者を継続
的に数多く輩出してきた
点にある。米国など欧
米先進国や中国は、将
来、科学立国として世
界のリーダーシップを取
るという強い政策を持っ
ており、科学研究への
政府支援の額も質も、
日本と比較にならない
ほど充実している。現
在・将来の日本の国力
と国際競争力を断絶さ
せないために、本施策
は非常に重要な意味を
持っている。

4219

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

経済
産業
省

27024
高効率水素
製造等技術
開発

このまま
推進す
べき

水素はエネルギー利用
効率面で最も優れたも
のであり、水素供給に
関わる技術開発を国の
施策として推進すること
の重要性は、改めて指
摘するまでもない。現実
的に、水素を大量に製
造・供給するにあたって
は、既存設備の有効活
用が官民の負荷を下げ
るものとなり、石油精製
工程で不可欠な水素製
造プロセスを飛躍的に
効率化し、一般社会へ
の水素供給に活用する
という本件の着眼は、
経済合理性にも適うも
のとして、時宜を得た優
れた施策であると言え
る。

一般に、製油所の水素
製造装置で製造される
水素の純度は９７％程
度であり、一般社会に
供給するには９９．９
９％にまで高める必要
がある。これを、既存技
術の組み合わせで行え
ば、水素回収率、エネ
ルギー利用効率とも非
常に低いものとなるた
め、膜分離技術を組み
合わせる本施策の成果
への期待は非常に大き
いものがある。特に、膜
分離技術を水素製造工
程のコア部分に組み込
む発想は極めて先端的
であり、石油の高度利
用の観点からも重要性
は特筆される。

4220

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24121
脳科学研究
戦略推進プ
ログラム

このまま
推進す
べき

本プログラムをこのまま
推進するだけでなく、よ
り発展させることが急務
である。

 現代の社会情勢（青
少年のひきこもり、育児
放棄等）あるいはアルツ
ハイマー病等の疾患に
対応するための施策の
基礎となる能機能の解
明をより迅速に進める
必要がある。

次世代地球 日本の資源探査および

・現在の世界の状況お
よび日本のおかれてい
る状況を考慮すると、食
料の安定供給のため
に、水稲等の収穫予
測、生育状況把握を行
うことは最優先課題で
あり、それを可能にする
ハイパースペクトルセン
サの開発は大いに推進
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4221
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27156

観測センサ
（高性能ハイ
パースペクト
ルセンサ）等
の研究開発

このまま
推進す
べき

宇宙からの資源探査手
段の手段の開発の為、
継続的に開発を続ける
べき。

すべき。 
・石油・金属等の資源探
査能力が向上し、エネ
ルギー安定供給の確保
につながることから、ハ
イパースペクトルセンサ
の開発は大いに推進す
べき。 
・このハイパーセンサー
に取得される情報は、
広くデータ利用の観点
で民間事業化の可能性
を有する。

4222

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24121
脳科学研究
戦略推進プ
ログラム

このまま
推進す
べき

特にBMIを用いたリハビ
リ・ソーシャルブレインマ
ーカーの研究は重要で
あり、むしろ重点的に配
分すべきである。また、
それらの研究を促進す
るであろうマーモセット
を用いた研究の普及の
ために、モデル動物研
究にもさらに資金を投
下すべきである。

リハビリの促進・人間の
社会性を担うメカニズム
の解明は、重篤な事故
や事件で肉体的・精神
的にダメージを受けた
人の社会復帰を強力に
サポートする重要な研
究である。またこれらが
可能になれば、通院時
間の大幅な短縮やすべ
て自宅にてリハビリが
可能になると見込まれ
るため、医療費の大幅
な抑制を可能にする有
力な方法である。膨れ
上がった医療費を根本
的に抑制するには、基
礎研究の充実以外に可
能性はない。

4223

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24159
地球内部ダ
イナミクス研
究

このまま
推進す
べき

世界をリードする研究を
しており、これからも「地
球内部ダイナミクス研
究」は重要だと思いま
す。

基礎研究を疎かにして
は応用研究は成り立た
ないので、これからも国
を挙げて地球内部ダイ
ナミクス研究を推進して
いくべきだと思います。
予算削減によって研究
が滞ることにより、日本
のリードが損なわれる
可能性や、成果が出つ
つある研究の中断によ
り重要な発見を逃す可
能性が出てきます。こ
れらは、一時的な問題
ではなく、将来にまで残
る大きな被害です。今
後もこれまで以上の成
果を出していってもらう
ためには、このまま推
進すべきだと思います。

大学・
公的
研究
機関 50～ 文部

最先端研究
開発戦略的 このまま

22年度に開始した事業
であり、内閣府科学技
術政策担当及び総合科
学技術会議有識者議員

科学技術における新た
な政策決定方法であ
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4224

（独
法・公
設試
等）

59歳 科学
省

24135

強化費補助
金

推進す
べき

の会合（調整会議）にお
いて政治主導で決定し
たものは着実に実施す
べき。 

り、そのPDCAサイクル
を検証するためにも推
進すべき。 

4225
公益
法人

60歳
～

経済
産業
省

27150

後天的ゲノム
修飾のメカニ
ズムを活用し
た創薬基盤
技術開発

このまま
推進す
べき

本施策が扱う研究内容
は一企業では実施が難
しい領域であるので、国
の施策として推進すべ
きである。

後天的ゲノム修飾（エピ
ゲノム）は世界的にも競
争が始まったばかりで
あり、世界に遅れること
のないように予算を減
額することなく進めるべ
きである。

4226

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24134

戦略的創造
研究推進事
業(社会技術
研究開発事
業を含む）

このまま
推進す
べき

推進すべきである。そ
の際、分野があまり偏ら
ないようにすべきであ
り、数年～数十年後の
ことをよく考え、日本が
リードすべき分野につ
いて、なるべく広くカバ
ーするようにすべきであ
る。

将来の科学技術の中心
に立つ有望な若手を育
成したり、日本が世界を
リードする分野の核を
育成するなどの効果が
あり、他の研究推進事
業とは一線を画す、日
本独自の非常に重要な
事業なので、積極的に
推進すべきである。

4227

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24020

イノベーショ
ン成長戦略
実現支援プ
ログラム

このまま
推進す
べき

地域経済が継続してあ
る水準を維持するため
には、製造業において
は研究開発型企業への
転換を図る必要がある
と考えます。そのため、
大学や地方公設試験機
関の持つシーズやポテ
ンシャルを上手に企業
に展開するために、本
施策を推進する必要が
あります。

地域経済の発展なくし
て、国の将来はありま
せん。地域経済を発展
させる上で、本施策は
極めて重要であると考
えます。

4228

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24120
再生医療の
実現化プロジ
ェクト

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

本施策は，日本の将来
に大きな影響を与える
極めて重要なものであ
り，Ｈ２３概算要求額を
増額した上で推進すべ
きと考えます。

本施策の成功の如何に
よっては，日本の医療
のみならず，全世界の
医療に大きな変革をも
たらすものであり，人類
の未来に大きな影響を
与えるものと考えます。
また，今後ますます増
加するであろう医療費
の削減にも寄与するも
のと考えます。

4229

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24001

大学発グリー
ン・イノベー
ション創出事
業

このまま
推進す
べき

化石資源を持たない我
が国にとって、バイオマ
ス関連技術は最重要課
題であるので、高い優
先順位で推進するべき
である。ただし、研究は
「人」が重要である。安
定したポジションを創設
することが、長期的な発
展には欠かせない。

日本は、廃棄物を投棄
する場所がないうえ、き
れい好きな国民性もあ
り、該当研究課題の重
要性は一般にも広く受
け入れられていると認
識している。また、日本
にはこの分野ですでに
多くの優れた人材、技
術があり、得意分野を
伸ばした方が国際競争
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には有利であると思わ
れる。

4230

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

このまま
推進す
べき

日本の理工学技術の底
上げには、博士課程学
生の能力向上と、博士
課程進学を魅力的にす
るための施策が必要で
ある。博士課程学生に
は、そのポテンシャルを
最大限に引き出し、我
が国の発展のためにそ
の能力を活かせるよう
に、援助しつつ、競争的
に研究と勉学に集中す
る環境を大学を中心に
提供する必要がある。

博士課程教育リーディ
ングプログラムは、現在
のグローバルCOEプロ
グラムなどに代わって、
より重点的に、より効果
的に博士課程学生にイ
ンセンティブを与え、能
力向上するように良く考
えられている。産官学
が協力して次世代の若
者を育てる、魅力的な
施策である。

4231

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

ナショナルバイオリソー
スプロジェクトをこのま
ま推進して欲しいと強く
希望致します。

ナショナルバイオリソー
スプロジェクトは遺伝資
源の収集、保有、提供
をする唯一の公共施策
であると思います。この
プロジェクトによる遺伝
資源の管理、提供がな
ければ、我が国の生命
科学研究は全く進まな
いだけでなく、将来この
分野の発展によって期
待される、がんや難治
性疾患の原因解明への
道も閉ざされると思いま
す。実際に、私自身もこ
のリソースプロジェクト
を使用させていただい
ておりますが、遺伝資
源の中心的な管理をこ
の施策で行っていただ
いたおかげで、研究を
継続できています。

4232
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27022

重質油等高
度対応処理
技術開発委
託費

このまま
推進す
べき

石油資源有効活用の観
点で、重質油処理技術
の高度化は重要であ
る。重質油処理におい
て、反応装置等に高効
率プロセスを導入するこ
とに係わる研究開発は
極めてニーズが高く、積
極的に推進すべきと考
える。

重質油は分子構造に基
づく挙動解析が十分に
行われておらず、反応
装置の設計等は、経験
則に基づき実施せざる
得ない部分があるのが
現状である。本施策の
ように、分子構造の詳
細な解析に基づいたシ
ミュレーション技術が開
発されることにより、効
率的な反応装置等の設
計が可能となり、石油
精製プロセスの高度化
に大いに寄与すること
が期待できる。

脳科学という基礎的な
学問が実際に病気で苦 脳の細胞は一度損傷し

9



4233
その
他

20～
29歳

文部
科学
省

24121
脳科学研究
戦略推進プ
ログラム

このまま
推進す
べき

しんでいる人に生かさ
れるようになってほし
い。特に、動物モデルを
用いて、ヒトに応用でき
るようにしてほしい。

てしまうと、再生しない
ため、薬物治療や機械
による代償作用が重要
であるため。

4234

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金の事
業を、継続拡張すべき。

科学研究費補助金は、
日本の科学技術を基礎
から支える研究費であ
り、今後に日本の発展
に欠くべからざる研究
経費費と思います。

4235

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24124
植物科学研
究事業

このまま
推進す
べき

全ての分野にも共通し
て言えますが、各分野
の最先端の研究開発が
おこなわれている事業
において、予算削減等
は優秀な人材が海外へ
流出し、国際的な競争
力が低下する恐れがあ
ります。 
植物科学の分野は、今
後もますます注目され
ると考えられる、環境や
食料問題に直結する分
野のひとつとして、非常
に重要だと思われま
す。 
植物の生産性や機能向
上など長期間にわたる
開発には、大学等にお
ける個々の研究遂行だ
けではなく、基盤を確実
に構築するための国と
しての支援が必要不可
欠だと思います。 

植物の生産力向上は食
料問題の対策になり、
二酸化炭素の窒素固定
の能力は植物のもつ優
れた能力であり、これら
の機能の強化・開発は
温暖化対策に直結する
と思います。 
これからの地球環境を
考える上で、特に重点
すべき分野です。 
当該事業の実施されて
いる、理化学研究所植
物科学センターは、国
際的にもトップレベルで
あり、日本の植物科学
研究の拠点でもありま
す。大学や他の研究機
関へのパイプ役も兼ね
ることもでき、データ等
の基盤を確立するため
にも、優先すべき事業
だと思います。 

難治性疾患克服研究は
私のような息子がある
日突然、原因不明で病
気になった家族や患者

ある日突然息子は尿の
量が増え、母親としてお
かしいと病院の先生に
訴えても神経質な親とし
てしか見てもらえません
でした。だんだんと息子
は身体から水分が失わ
れ肌が老人のようにカ
サカサになり命の危険
を感じ病院をかえ中枢
性尿崩症と診断されま
した。原因が分からず
一生治らない病気を告
げられ深い悲しみの
日々の始まりでもありま
した。でも、小児慢性特
定疾患の恩恵が受けら
れこの病気の研究事業
がある事でいつか原因
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4236
その
他

40～
49歳

厚生
労働
省

25106

生活習慣病・
難治性疾患
克服総合研
究（４）難治
性疾患克服
研究

このまま
推進す
べき

自身にとっては、いつか
治る可能性があるとい
う生きる希望や力にな
るものです。その研究
ができなくなることは私
たちのような難病を抱え
ている者にとって辛く不
幸な事だと思います。ど
うか私たちの生きる希
望を失うことのないよう
に切に願い、お願いを
いたします。

がわかり、激しい喉の
渇き、尿を気にすること
ない日が来る事を親と
して待ち望んでいます。
又、昨年特定疾患の指
定になり、研究が進めら
れていると思い本当に
気持ちが楽になり、大
変感謝をしています。あ
りがとうございます。病
気になり、継続的に病
院に通院している事で
職につけない、生命保
険に加入できないと人
として社会で生きていく
ことが難しい現状に研
究ができなくなること
は、人として生きていく
ことが更に厳しくなると
いうことにつながりま
す。難病であっても障害
を持っていても社会が、
人が差別することなく当
たり前に仕事に就け、
個性として生きれるよう
な社会になる事を願
い、お願いします。

4237
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27108

低炭素社会
を実現する
超低電力デ
バイスプロジ
ェクト

このまま
推進す
べき

ぜひ進めるべき案件で
す。特に、(1)のEUVによ
る微細化技術開発が重
要と考えます。

半導体の微細化はこれ
までも産業の推進を支
えてきたのですが、開
発費が高騰しているた
め、個々の企業では開
発投資が出来ないとこ
ろまで来ています。デバ
イス・装置･材料メーカ
ーが一体となって、つく
ばの資産を生かしなが
ら開発力を日本に残し、
国内雇用の確保を目指
すべきです。

4238

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

国立大学はこれまで科
学技術の発展、人材の
養成等、多くの役割を
担ってきた。また、地方
の大学は地域に密着し
た研究拠点であり、地
域の活性化に果たす役
割は大きい。独創的、
先端的な学術研究を推
進し世界に貢献する人
材を育てる大学を目指
して行く必要がある。

このためにも大学の施
設は、教育研究活動を
図って行く上において、
極めて重要な役割を担
っている。しかし、国立
大学の施設は、３０年以
上経過した建物が増
え、教育研究、先端医
療に支障を来している。
これらを解消するには、
計画的、継続的な整備
が何より必要である。

産学官連携の成果を拡
大するためには、従来
の企業ニーズ、あるい
は大学シーズ主導の一
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4239
その
他

60歳
～

文部
科学
省

24020

イノベーショ
ンシステム整
備事業（イノ
ベーション成
長戦略実現
支援プログラ
ム）

このまま
推進す
べき

方向的な共同研究では
不十分でありる。企業、
大学が一緒に知恵を出
し合い、研究内容の深
化を図ることが必要が
あり、そうした機会、シ
ステムをつくることが地
域に求められる。 
本事業はそうした観点
から、時宜を得たもので
あり、是非とも実施して
頂きたい。

同上

4240

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

ターゲットタンパク研究
プログラムは優れた成
果を上げている。今後も
継続して推進するべき
である。

限られた予算で効率よ
く成果を上げるために
は、重要なタンパク質を
厳選してプロジェクトを
進めることが重要で あ
る。創薬などにも応用
が期待できる。

4241
その
他

60歳
～

文部
科学
省

24020

イノベーショ
ンシステム整
備事業（イノ
ベーション成
長戦略実現
支援プログラ
ム）

このまま
推進す
べき

産学官連携の成果を拡
大するためには、従来
の企業ニーズ、あるい
は大学シーズ主導の一
方向的な共同研究では
不十分でありる。企業、
大学が一緒に知恵を出
し合い、研究内容の深
化を図ることが必要が
あり、そうした機会、シ
ステムをつくることが地
域に求められる。 
本事業はそうした観点
から、時宜を得たもので
あり、是非とも実施して
頂きたい。

同上

4242

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

40～
49歳

文部
科学
省

24168
国際宇宙ス
テーション計
画

推進す
べきでは
ない

大幅な見直しをすべき
と考えます。国際宇宙
ステーションの目的は
単なる宇宙滞在や宇宙
での日本人による修理
ではないはずであり、現
状を見た上で新たにこ
れからの宇宙ステーシ
ョンの目的はいったい
何か再定義し、当初計
画で謳われていた利用
の中で効果が低い物に
はきちんと決別し、他の
多くの社会にとって重要
な機能を持つ衛星計画
や日本の宇宙輸送・利
用技術の充実の方に重
点を移して、その上で国
際宇宙ステーションが
果たす独自の役割がも

現状の国際宇宙ステー
ションは宇宙エンターテ
イメントの部分のみが
国民に伝わり、本来の
意味での宇宙利用に繋
がる点や輸送技術開発
の点には焦点が合って
いないものと映っていま
す。このままではアメリ
カ主導のステーションに
日本人が滞在すること
だけが目的の宇宙ホテ
ルのように誤解を与え
る結果になるほど大い
に危惧を抱いていま
す。子ども達も宇宙ステ
ーションからの映像で
せっかく宇宙に興味を
持てても、その後の人
生で実際の状況を知る
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等） し明確であるならばそ
れを社会に明示したう
えで計画を練り直し参
加規模をその目的に合
わせて縮小すべきと考
えます。実際の基盤・
「きぼう」での大きな成
果があってこその宇宙
エンターテイメントであ
るので、本来の基盤と
する目的と効率が再明
確化され学術会議など
でも妥当と判断されるこ
とが必要と考えます。

につれ興味を失うことに
も繋がりかねない。宇
宙空間で日本人が踊っ
たり歌ったりするだけの
エンターテイメントだけ
では国民の理解は得ら
れない。当初の目標と
達成状況の明示がきち
んとなされているとは思
いません。宇宙には他
にも利用技術促進や日
本の衛星打ち上げなど
もっと優先すべき事項
が沢山あるはずです。

4243

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

このまま
推進す
べき

若手研究者の研究環境
の整備は、日本の基礎
科学を推進する上で必
須である。また、一定の
研究期間内に成果を出
した研究者が、より安定
な身分を与えられること
は、極めて重要である。
本施策はこのまま推進
すべきであると考える。

現状では、テニュアトラ
ック制度が敷かれてい
る大学は限られており、
研究者の適正な人的交
流が阻害されていると
いう側面があるため。

4244

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

このようなリソースのオ
ープン化は基礎科学の
発展において、中核を
なす、非常に重要なプ
ロジェクトである。是非
存続すべきだ。

基礎科学の発展が応用
科学の誕生を促し、ひ
いては新たな産業を生
み出す基盤となる。よっ
て、この事業が、我が国
の将来にとって欠くべか
らずものであることは疑
いの余地がないものと
信じる。

4245
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27023
重質油等高
度対応処理
技術開発

このまま
推進す
べき

重質油処理技術の高度
化は石油資源の有効活
用、排出CO２削減に大
いに寄与すると期待さ
れ、重質油処理におけ
る反応の挙動推定技術
とともに、石油精製プロ
セスへの実装に係わる
技術開発は極めて重要
である。更に、重油分解
生成油を石油化学原料
に転換することは、今後
一層望まれる技術であ
り、積極的に推進すべ
きである。

重質油の高度利用に関
する研究の重要性は当
然のことながら、重質油
精製プロセスにおける
挙動の推定技術から新
規技術の実装までをト
ータルで研究開発する
ことは極めて重要であ
り、本研究開発の成果
に大いに期待している。
また、重質油分解の過
程で生成する、分解留
分を将来的にもニーズ
の高い石油化学品原料
とする技術は、石油資
源の有効活用として積
極的に研究開発すべき
分野と考える。

日本が進むべき道に研
究集団を張り付ける意
味で大切な企画であ
る。得意技術で集団を

この手の企画を行うに
当たりもっとも難しいの
はどこを攻めるか？常
識的では不可！突飛過
ぎても不可！光るもの
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4246

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24136

世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム
（ＷＰＩ）

このまま
推進す
べき

構成するばかりでなく、
これからの地球の危機
を救うために必要な技
術開発をやりそうなとこ
ろに焦点を当てて進め
ていただきたい。ある期
間は事業仕訳委員会な
ど訳のわからない集団
からノイズが入らないよ
うに守ってあげ、その分
いい研究をさせてあげ
てください。

を見出して託すことが大
切。 その意味では選
抜するメンバーの責任
は重い、課題も公募す
るのではなく責任もって
指定できる人に選ばせ
たい、しっかり決めて、
しっかりやらせる！ こ
れからも組織の改廃が
されることと思いますの
で配慮していただきた
い。

4247

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

このまま推進すべきで
ある。額も増やして、民
間に出た方が経済的に
有利であるという状況を
打破しないと、大学や研
究所に良い人材を確保
することが難しくなって
しまう。

将来を担う若手を育成
するための事業であり、
日本の科学技術を将来
にわたって維持・成長さ
せていくためにも、必須
である。

4248

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アテイブ

このまま
推進す
べき

本施策のうち「ターゲッ
トタンパク質研究プログ
ラム」は「困難ではある
が重要なタンパク質の
研究」に焦点を絞って推
進されており、新聞に報
道されるような成果がい
くつも発表されている。
一方、地味ではあるが、
国際的に注目され、そ
の分野を学術的に先導
するような成果も続々と
報告されている。したが
って、最終年度である
23年度には特に重点的
な予算配分が必要であ
る。本年度より減額され
た23年度予算要求額が
さらに減額されることは
絶対になされるべきで
はない。

困難ではあるが学術的
に重要な研究を高度に
推進することにより、全
く予想のできなかった応
用の可能性が発見され
た例は無数にある。「タ
ーゲットタンパク質研究
プログラム」で、最近、
チトクロム酸化酵素の
高分解能解析によって
細菌と哺乳動物に重要
な構造的相違点が発見
され、それから、創薬の
可能性が生まれている
ことも好例である。この
ように、本プログラムは
学術的進歩に大きく貢
献するだけではなく革
新的に新規な応用への
貢献も期待できる。

4249

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

お茶の水女子大学で研
究担当理事をしていま
すが、以下が意見で
す。 
科研費は長年の歴史を
もち、科研費の補助に
よる研究は日本の学術
の進展に大きく貢献して
きた。科研費は全学問
領域をカバーし、特に基
礎研究を主体に行って
いる研究者にとって他
に代え難い貴重な競争
的資金である。科研費
は大学の研究者にはす

お茶の水女子大学は文
教育学部、理学部、生
活科学部の３学部から
なるが、教員の研究は
基礎研究が主体であ
り、民間企業や公的機
関等からの資金が得に
くい。具体的には、個人
や研究グループが獲得
する外部資金（G-
COE、振興調整費除く）
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設試
等）

でに定着しており、自由
な発想の研究や将来に
成果が期待できる萌芽
的研究の推進に大きな
役割を果たしている。運
営費交付金の毎年の減
少という厳しい現実の
中、日本の学問レベル
を維持、進展させるため
にいっそう推進すべきで
ある。

の中で科学研究費が占
める割合は５割を超え、
さらに科研費の応募率
は６割に達する。このよ
うに科研費は本学の研
究維持にとって生命線
ともいえる。

4250

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

経済
産業
省

27141
次世代構造
部材創製・加
工技術開発

このまま
推進す
べき

本施策は，航空機エン
ジンや機体の構造部材
を創製し，また，その加
工技術を高度化するこ
とにより，軽量かつ高強
度，高耐熱性など優れ
た性能を備えた先進材
料の応用展開を図るも
のである。航空機や高
速車両などの軽量化が
達成されれば，運輸エ
ネルギーの高効率利用
が期待でき，CO2排出
削減など環境への効果
も高い。我が国の産業
競争力を強化するため
にも，本施策は積極的
に推進されるべきであ
る。

航空機エンジンや高速
車両などは我が国が世
界をリードする技術分
野であり，本施策はそ
の競争力強化に寄与す
るものと考える。また，
CMC（セラミックス基複
合材料）のCVI
（Chemical Vapor 
Infiltration）技術のよう
に，耐熱構造部材の加
工技術は各国で独自の
技術開発がなされてお
り，そのノウハウはトッ
プシークレットとして公
開されていない。よっ
て，本施策により，積極
的な開発研究がなされ
るべきであると考える。

4251

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム）

このまま
推進す
べき

イノベーションの創出促
進をスピード感を持っ
て、確実に実施し、地域
産業への展開を図ると
共に、雇用創出を目指
す為、このまま推進す
べきと考えます。

地域の産学公連携で、
新規科学技術のシー
ズ、あるいは民間企業
からのニーズが存在し
ている。海外、とりわけ
韓国、台湾、中国など
日本の技術を抜こうと
する勢いがある。グリー
ン部材分野は日本が最
も得意とする所、 
早期完成を目指す為に
は、確固たる予算が費
用です。

4252

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24013
理数学生育
成プログラム

このまま
推進す
べき

理科教育には力を入れ
るべき。

資源の少ない我が国で
は、科学技術に長けた
人材を育てることが重
要。

単にシンポジウムを開
催するのではなく、例え
ば、各大学側が採択さ
れた教員の講義ノルマ
を減らせる仕組みを作
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4253

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24019

数学・数理科
学と他分野
の連携拠点
形成支援プ
ログラム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

ることを要請するなど、
大学側の整備も含める
べき。 
諸分野との共同研究を
模索している意欲的な
研究者へのインセンティ
ブとしては、採択された
研究課題に従事する条
件で、講義ノルマを肩代
わりする人（非常勤講
師もしくは任期付きで助
教職を増やす）を雇え
る。また、そのための予
算を支給するという形
が望ましい。 

他の人財強化施策に比
べても額が極めて少な
いのは不自然である。
また、単なるシンポジウ
ム開催費用の肩代わり
ではなく、協働作業とい
う敷居もリスクも高いこ
とに安心して取り組める
仕組み作りから抜本的
な見直しが必要なた
め。

4254

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

ナショナルバイオリソー
ス事業を最低限現在の
規模を維持するべき

自分が使用したい菌体
がバイオリソースとして
あれば、自分でその菌
体を持っている先生を
探す手間や、一から菌
体を作製する時間が省
略でき、その分を研究
の促進に費やすことが
出来るため、非常に有
意義な事業であると考
えるため。

4255

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学技術立国を支える
ために、競争的な研究
費補助金制度の継続・
推進が必要である。基
礎から応用までのあら
ゆる学術研究（研究者
の自由で独創的な発想
に基づく研究）を国が支
援すべきである。米国
のオバマ大統領は、基
礎研究予算を10年間で
倍増させる目標を掲げ
ており、日本の未来を
切り拓く「挑戦的萌芽研
究」を特に拡充すべきで
ある。

未開拓の研究分野に飛
び込む研究者を鼓舞す
るには、ハイリスクの分
野にも研究投資が不可
欠である。科学研究費
補助金の「挑戦的萌芽
研究」の制度は、正に
優秀な人財を発掘・育
成する研究環境を整え
る制度であり、継続・推
進すべき事業である。 
もちろん、社会にブレー
クスルーをもたらす画期
的な研究成果を、早期
に実用化する「特別推
進研究」や「基盤研究」
などの科学研究費補助
金も、国民生活の向上
や持続的な経済の発展
に貢献している。

4256
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27170

次世代高効
率ネットワー
クデバイス技
術開発

このまま
推進す
べき

将来顕在化する課題に
対し、先行して時間の
かかるデバイス開発に
オンタイムで着手してい
ると思う。将来の商用を
想定した最終デモに期
待したい。H23年度以降
の開発につながる技術
の絞込み、H23年度以
降のシナリオを明確に

システム実証としては
資金が少なく運用の工
夫、もしくは何らかの施
策が必要と思えた。H23
年度終了でH27年度商
用と時間がかかる様で
あり事業後のシナリオ
の明確化も必要と感じ
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して確実に結実させて
いただきたい。

られた。

4257
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27024
高効率水素
製造等技術
開発

このまま
推進す
べき

重質油の高度利用の推
進、燃料電池等新エネ
ルギーの普及に伴っ
て、水素の需要は一層
高まってくることから、
高純度水素の効率生産
にかかわる技術の研究
開発の重要性は高い。
積極推進すべきであ
る。

水素の膜分離による回
収は、エネルギー効率
の高い技術として注目
されているが、水素回
収原料の選択や運転条
件の対応範囲が拡大す
ることにより、より多くの
水素を高効率で回収で
きる可能性がある。よっ
て、本施策に係わる研
究開発のニーズは非常
に高い。

4258

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

理科教育には力を入れ
るべき。

資源の少ない我が国で
は、科学技術に長けた
人材を育てることが重
要。

4259

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

研究者の自由な発想に
基づく研究は、人類の
共有財産である知の集
積に貢献するだけでな
く、将来的に我が国の
持続的な成長や国際競
争力を維持するために
不可欠である。また、資
源の乏しい我が国にと
って知的創造性(知恵)
(ソフトパワー) の育成に
も繋がる。世界共通の
課題に留意しながら、
科学研究費補助金の予
算は、これまで以上に
重点的に配分する必要
がある。

科学研究費補助金によ
り実施された学術研究
が、我が国の技術革新
や産業発展に結びつい
た事例も多く、これらの
基礎的な研究や萌芽的
な研究から得られた研
究成果が、我が国のイ
ノベーションを推進し、
世界でリーダーシップを
とって行くのに有効であ
るため

4260

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

オンリーワン型（ユニー
クな博士課程教育を学
位プログラムとして強
化）とあるが、日本の大
学院教育、特に博士課
程が目指すべき方向性
であるとは思えない。重
点化を図るのではなく、
数多くのベーシックな大
学院が基盤を強化でき
る仕組みを考えるほう
がよいと思う。

拠点を定めるという方
式そのものの見直しが
必要と考える。教育に
は効率ばかりを追い求
めることにつながる施
策は適さないと思う。 

大学・
公的
研究
機関 30～ 文部

Bepi 
Colombo(水 このまま

日本国内の事情だけで
なく、海外の状況も踏ま

水星探査にムダがあ
る、という意見があるの
でしょうか。確かに他に
も科学的に重要な研究
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4261

（独
法・公
設試
等）

39歳 科学
省

24170

星探査プロジ
ェクト）

推進す
べき

えて議論をして頂きたい
と思います。

課題は存在すると思い
ますが、少なくとも今の
日本の持つ技術、そし
て人材に見合った計画
であると思います。

4262
公益
法人

60歳
～

国土
交通
省

28001

高度な国土
管理のため
の複数の衛
星測位シス
テム（マルチ
GNSS）によ
る高精度測
位技術の開
発

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

「地理空間情報活用推
進基本法」や宇宙戦略
本部「準天頂衛星に関
するプロジェクトチーム」
の検討に基づき我が国
として統合された 
衛星測位政策の中で、
本件のマルチGNSS利
用も検討して頂きたい。 
国土管理の基盤とし
て、GLONASS、Galileo
を横並びで考えるので
はなく、準天頂衛星を優
先して推進すべきと考
えます。また、本施策と
並行あるいは引き続
き、次世代GEONETT整
備を行う必要があると
考えますが、これに関し
ましても、準天頂衛星シ
ステムの一環として推し
進めて頂きたい。

準天頂衛星システム計
画の推進ということが、
「地理空間情報活用推
進基本計画」、「宇宙基
本計画」に明記されて
おり、国の方針としてい
る。

4263

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

農林
水産
省

26108

新たな農林
水産施策を
推進する実
用技術開発
事業

このまま
推進す
べき

食の安全確保、環境へ
の負荷軽減、自給率の
向上、新・難防除病害
虫の防除等が求められ
ている中、これらの問題
解決をするために、国
策として推進すべきで
ある。

食の安全確保、環境へ
の負荷軽減、自給率の
向上、新・難防除病害
虫の防除等の解決を図
るには、地域の実情に
応じた技術開発が必要
である。この事業は、現
場ニーズを踏まえた実
用化研究をするもので
あり、その有効性が高
いため。

4264

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金は、
研究者にとってまさに生
命線とも言える財源で
あり、日本の国力(科学
力)を高めるためにも、
最優先で推進すべき制
度である。特に、中小大
学の研究者が独自の視
点で提案する優れた(し
かし小規模の)研究に対
して、より一層手厚く支
援する体制の構築が必
須である。

大学の運営交付金が削
減されていく現状で、研
究活動(国際交流を含
む)を効率的に推進する
には、独自の補助金制
度が必須であるため。

4265

民間 40～
文部
科学

24187 産学イノベー
ション加速事
業【戦略的イ

このまま
推進す

我が国が科学技術立国
として進むべき方向に
目標が設定してあり、ま
た民間企業と大学のそ
れぞれの強みを発揮で

産学連携が必要という
掛け声はあるものの、
実施には民間企業と大
学が協力して開発にあ
たる機会は少なく、この
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企業 49歳 省 ノベーション
創出推進】

べき きる分野であることか
ら、本事業は積極的に
推進する意義があると
考えられる。

「産学イノベーション加
速事業」が提供する枠
組みは、有益であると
考えられる。

4266

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24148
理科教育等
設備整備等
補助金

このまま
推進す
べき

理科教育には力を入れ
るべき。

資源の少ない我が国で
は、科学技術に長けた
人材を育てることが重
要。

4267
その
他

60歳
～

文部
科学
省

24167 固体ロケット
推進す
べきでは
ない

先の事業仕分けでも、
小型固体ロケットの開
発は中止されている
が、本事業はそれに反
するものであり、中止す
べき。

財政難の折、我が国の
宇宙開発は現在の大型
ロケット一本に絞るべき
である。

4268

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24148
理科教育等
設備整備等
補助金

このまま
推進す
べき

このまま推進し、理科教
育をより広く確実に浸透
させ、将来の日本の科
学技術のためにも、理
系人材の裾野を広げ、
底上げを図るべきであ
る。

将来の日本の科学技術
のためにも、また理系
への女性の進出を促進
する上でも、早い時期
から理科に馴染ませる
とともに、特別な才能や
技能が必要だという誤
解を取り除くことが重要
である。そのためにこう
した施策は必要であ
る。

4269

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

総務
省

20004

脳の仕組み
を活かしたイ
ノベーション
創成型研究
開発

このまま
推進す
べき

当該施策は今後さらに
国のバックアップにより
強力に推進されるべき
であると強く希望する。

従来型の通信プロトコ
ルにおいては大規模シ
ステム障害のリスクを
回避できないが、生物
の柔軟な情報処理機能
に学ぶことにより、最小
エネルギー消費でのシ
ステムの最適化を図れ
ると期待される。

4270

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

外務
省

22101

地球規模課
題に対応す
る科学技術
協力

このまま
推進す
べき

ODAの一つの有効なチ
ャンネルとして推進して
いただきたい． 

・大学等の研究が直接
的に援助、技術移転と
して活かせるという枠組
みはこれまでにあまり
無かった． 
・特にJICAとJSTが協力
して担当というこれまで
に無かった意欲的な枠
組みは評価できる． 

4271

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24185
研究成果最
適展開支援
事業

このまま
推進す
べき

地方では、地方公設研
究機関の研究成果を、
企業における事業につ
なげていくことが強く求
められています。そのた
め、本施策はこのまま
推進すべきであると考
えます。

事業展開を図るための
資金が充分でない地方
の中小企業において、
本施策による資金調達
は極めて魅力的であり
ます。
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4272

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

基盤研究を拡充する方
針に賛成します．

大学生や大学院生は授
業よりもむしろ，自らの
手足を動かしておこなう
研究を通して知識や技
術を身につけます．この
ため科学研究費補助金
は研究者が指導してい
る大学生や大学院生に
とっても重要で，研究資
金であると同時に教育
資金であるといえます．

4273

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24002
海洋生物資
源確保技術
高度化

このまま
推進す
べき

水産海洋学会会長とし
て、学会としての意見を
書きます。当学会では、
国が推進すべき海洋分
野の施策課題として、
「食料生産の場としての
海洋・水域の適切な保
全と生産過程の解明」、
「二酸化炭素吸収源とし
ての海洋の構造、動態
解明」、「複雑系である
海洋の物質循環と海洋
生態系の生産構造のモ
デル化」、「沿岸域およ
び流域圏を統合的に監
視する沿岸域管理手法
の開発」、加えて「海洋
に関する人材育成」を
提案してきました。本施
策課題の継続は不可欠
であり、推進を強く希望
します。

現在、世界的な人口増
加や地球規模での温暖
化を含む気候変化に対
して、タンパク質供給の
場となる海洋生態系の
生物多様性保全を考慮
した持続的漁業を目指
して、漁業の生態系ア
プローチが世界的にも
喫緊の課題となってい
ます。海洋生態系の構
造と機能、その生産力
を解明し、適切に利用
することが求められてい
ます。海洋の持つ生態
系サービスの持続的利
用のためには、人間活
動が海洋開発に対して
生物生産を損なうことな
く、海洋生物資源を確
保する技術の高度化
は、次世代に引き継ぐ
べき大切な施策です。

4274

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

厳しい予算の中、予算
を増額要求している点
が評価できる。むしろ、
もっと、増額してもよい
と思う。

国立大学法人では、基
盤的経費すら満足に賄
えなくなってきている現
状ある。多種多様なプ
ログラムをたくさん実施
するより、多くの人が応
募することのできる唯一
のプログラムであり、今
後一層の充実が必要と
考える。

4275
官公
庁

40～
49歳

文部
科学
省

24020

イノベーショ
ンシステム整
備事業（イノ
ベーション成
長戦略実現
支援プログラ
ム）

このまま
推進す
べき

この事業は、地域にお
いて、自治体、企業、大
学等が連携して地域イ
ノベーション戦略を構築
し、その中で、主に、研
究者の集積や、人材育
成プログラム等、人的
資源の充実を図ろうと
する事業に支援を行っ
ていこうとするものです
が、地域イノベーション

名古屋市においては、
地元大学や、愛知県、
岐阜県と連携して地域
イノベーションクラスタ
ープログラムを実施して
いるところですが、研究
開発に従事する優秀な
人材を確保するための
十分な予算を、すべて
市の財源で確保するの
が困難な状況です。人
材の確保および育成の
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の創出には、優秀な人
材の育成・確保が不可
欠であり、この事業の推
進を希望します。

ためにこの施策を活用
することができれば、地
域におけるイノベーショ
ンの創出に大変有効で
あると考えます。

4276

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24150
理科支援員
配置事業

このまま
推進す
べき

理科教育には力を入れ
るべき。

資源の少ない我が国で
は、科学技術に長けた
人材を育てることが重
要。

4277

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース

このまま
推進す
べき

モデル生物のバイオリ
ソースは現在のライフ
サイエンス研究になくて
はならない必須ツール
である。米国、欧州、日
本とそれぞれで分担し
ながらリソースが保持さ
れており、現在のリソー
スを保持できる予算を
人類財産保護の立場か
らも捻出すべきと考え
る。日本の研究者は他
国のリソースを今のとこ
ろほとんどお金を出さず
に利用しており、同様の
ルールで日本も他国に
提供するのが筋であ
る。外国研究者からは
研究費を分担してもら
う、というのは国際的ル
ールが確立するまで自
重すべきと考える。

モデル生物のバイオリ
ソースは現在のライフ
サイエンス研究になくて
はならない必須ツール
である。米国、欧州、日
本とそれぞれで分担し
ながらリソースが保持さ
れており、現在のリソー
スを保持できる予算を
人類財産保護の立場か
らも捻出すべきと考え
る。日本の研究者は他
国のリソースを今のとこ
ろほとんどお金を出さず
に利用しており、同様の
ルールで日本も他国に
提供するのが筋であ
る。外国研究者からは
研究費を分担してもら
う、というのは国際的ル
ールが確立するまで自
重すべきと考える。

4278

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

国立大学法人施設の整
備に係る予算の拡充、
整備を行ってもらいた
い。

法人化後、耐震、アス
ベスト対策などの施設
整備が優先されており、
効果も表れていると思
われるが、危険度が改
善されていない施設も、
まだまだ多いのが現状
である。さらに、老朽・狭
隘施設の解消も望まれ
ており、教育研究の充
実を図るための予算措
置が必要である。

4279

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24152

スーパーサイ
エンスハイス
クール支援
事業

このまま
推進す
べき

理科教育には力を入れ
るべき。 

資源の少ない我が国で
は、科学技術に長けた
人材を育てることが重
要。 
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4280

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

農林
水産
省

26108

新たな農林
水産政策を
推進する実
用技術開発
事業

このまま
推進す
べき

食糧自給率の向上、食
料の安定生産供給、気
象変動への対応、農産
物の安全性確保を図る
ためには、農業の現場
に対応できる技術開発
を進める政策を推進す
べきである。

食料の安定生産には、
農業経営の安定が必要
である。しかしながら、
農業の現場では、後継
者不足、高齢化、資材
高騰、価格低位安定化
している現状を打破す
るためには、新しい品
種、低コスト、省力化技
術の開発が必要であ
る。しかも、農業は地域
特性が強いため、現場
の実用にあった技術開
発が重要である。

4281

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

このまま
推進す
べき

テニュアトラック普及・定
着は、優秀な若手研究
者を一定数確保する上
では絶対に必要な施策
である。200人という目
標が、現状を踏まえて
多いか少ないかは私は
判断できないため「この
まま推進」を選んでい
る。また、安定的なポス
トそのものを倍増するこ
とが最終目標であって
欲しい。

学術研究分野で食って
いくことを志しながら断
念せざるを得ない大学
院生を実際に見てきた
し、日本に適当なポスト
がないために、いまだ
に海外のポスドクで食
いつないでいる研究者
もいる。このような現状
を改善するきっかけとし
たいので。

4282

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

我が国の持続的な成長
や国際競争力を維持す
るため、人材養成・学術
研究の中心である大学
の教育研究環境の整備
の為の予算を重点的に
配分する必要がある。

新成長戦略でも掲げら
れている「持続可能な
成長を担う若年層や知
的創造性(知恵)(ソフト
パワー) の育成」を実現
して行くためには、大学
は欠かすことができな
い重要な社会基盤であ
る。人材養成や学術研
究を推進する国立大学
の教育研究環境への一
層の整備のために重点
的な予算配分を行うこと
が必要であるため。

4283

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

農林
水産
省

26108

新たな農林
水産施策を
推進する実
用技術開発
事業

このまま
推進す
べき

本事業は地域の課題解
決を研究と普及が一体
となって取り組める事業
で、地域農業の推進上
欠かせないものである。
次年度要求額は対前年
の73％となっているが、
これ以上の削減は回避
し、予算確保をお願いし
たい。

県の公設試は多様な現
場ニーズを抱えている
が、人的にも予算面で
も縮小傾向にある。各
地域の技術を持ち寄
り、共同研究を行うこと
で目標が速まり、迅速
な技術普及が期待でき
る。今後の地方農試の
研究体制づくりにも重要
な役割を持つ事業であ
る。

大学・
公的

日本の国を支える重要
な人材を輩出すべき国

国立大学の施設が老朽
化した状態で放置され
たのでは、日本の国を

22



4284

研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

立大学の施設を老朽化
したまま放置して危険
にさらすことなく、施設
の補修と置換を推進し
ていくべきである。

支える重要な人材の輩
出に悪影響がでるだけ
でなく、地震などの際に
きわめて危険であるの
で、本施策を推進すべ
きである。

4285

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

RIビームファクトリー
は、世界に冠たる不安
定原子核の生成施設で
あり、元素の起源の解
明という、人類にとって
本質的に重要な研究課
題に対して本質的な寄
与をもたらすと期待され
る。このプロジェクトは、
最優先で推進すべき大
型基礎科学研究プロジ
ェクトである。

不安定原子核の実験施
設は、現在世界的に建
設が計画されている。
その中でRIビームファク
トリーは、世界最高のビ
ーム強度を誇る、無二
の研究施設である。こ
のプロジェクトの推進
は、世界の原子核物理
研究を牽引する上で鍵
となるものである。

4286

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

推進しつつ，拡充すべ
きです．

大型プロジェクトと同等
以上に中小規模の研究
を数多く支えることが日
本の科学や技術を発展
させる上で大事．

4287

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24136

世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム
（ＷＰＩ）

このまま
推進す
べき

世界の第一線の研究者
が結集する優れた研究
環境と高い研究水準を
誇る、「目に見える」世
界トップレベル研究拠
点の形成を推進するこ
とは、このグローバル化
の進展著しい現代世界
において、日本発の独
自性と先進性の高いサ
イエンスを展開し、それ
を社会に発信すする意
味でも、日本に国際交
流の拠点を形成する意
味でも重要である。

グローバル化の進展著
しい現代世界で、日本
発の強みを活かした分
野を選定し、基礎科学
の世界トップレベルの
研究拠点を形成して、
多様な海外の研究者を
呼び込んで交流センタ
ーとすることは、日本初
のサイエンスの強い部
分をより強くする意味で
も、知識基盤型社会に
おける国際競争力を高
める意味でも、組織運
営のノウハウを国際標
準化する上でも大変意
義ある施策である。

大学・
公的 要求のとおり増額して

稼働を開始し中性子を
用いた産業利用やニュ
ートリノなど素粒子物理
学での重要データも取
得が始まっている。中
性子の産業および科
学・技術利用はこれま
でにない新たな知見を
与え即効性のある成果
も出てきている。日本が
誇る加速器の性能と高
性能センサーなどによ
る利用効率を合わせれ
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4288

研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

強力に推進すべきと考
えます。世界との競争、
利用の促進を考えれば
できることなら要求から
更に増額すべきと考え
ます。

ば、稼働開始後間もな
い状況にもかかわらず
既に世界一の施設と言
えるが、利用を軌道に
乗せられるかどうかの
一番重要な時期であ
り、海外からの注目も極
めて高い。既に上がっ
ている実績だけでなく、
基礎科学・環境技術・材
料・機械の非破壊検査
など利用目的が明確で
あり手段も工程も明確
である。加速器の保守・
改良および利用のため
の施設整備は必須の状
況と考えます。

4289

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24174

革新的ハイ
パフォーマン
ス・コンピュ
ーティング・イ
ンフラ（HPCI）
の構築

このまま
推進す
べき

次世代スーパーコンピ
ュータは、我が国の科
学の進展、産業競争力
の強化に資するととも
に、グリーンイノベーシ
ョン 施策の目 やライフ
イノベーション等の創出
につながる最先端の研
究基盤となりうる。多様
なユーザーニーズに応
える革新的な計算環境
の構築は、世界的に見
ても非常に注目度も高
く、研究資金を決して減
額すべきでは無いと考
える。

世界的に見てスーパー
コンピュータの競争は
激しく、その性能評価の
ランキングは目まぐるし
く変化している。次世代
スーパーコンピュータ開
発で世界のトップを取る
事は、国家戦略的に見
て必須であるとともに、
喫緊の課題であると言
える。また、スーパーコ
ンピュータを核としてア
プリケーションサイドコミ
ュニティーが総力を挙
げてこのプロジェクトに
取り組んでおり、大きな
成功を収める事が期待
される。

4290

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

グローバルCOEプログ
ラムは、日本の既存の
大学組織では困難であ
った新しい研究分野の
研究体制を構築し、そ
のための人材育成を行
うことに成功してきた。
競争的な資金配分によ
り、大学運営にも新しい
研究分野でのグローバ
ルなレベルでの研究競
争に取り組むインセンテ
ィヴを生んだ。競争的資
金の獲得が大学にとっ
て魅力的なものにする
ためには、間接費を配
分することが必要であ
る。間接費の復活を含
め増額が必要である。

グローバルCOEは、日
本の研究大学間の競争
を高め、各大学が得意
分野を自覚し、資源を
集中し効率化していくた
めの起爆剤として十分
に機能した。新しい分野
の教育体制も整ってき
たところで、縮小・中断
することは、拠点に結集
した研究者の雇用を失
わせるだけではなく、育
ちつつある学生の活躍
の場もなくなることを意
味する。

今後の化学産業、更に
は、国の基盤技術に関
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4291
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27005

グリーン・サ
スティナブル
ケミカルプロ
セス基盤技
術開発（化学
品原料の転
換多様化を
可能とする革
新グリーン技
術の開発）

このまま
推進す
べき

是非協力に推進すべき
である。

る問題である。このよう
な技術こそ重要である。
既に死亡した老人にば
ら撒く金があるなら、日
本の将来を考えねばな
らない。死んだ人間よ
り、これからを生き抜く
こと、我々の子供がい
つまでも笑顔で居られ
る事を考えると是非推
進すべきである。

4292
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24117
重粒子線を
用いたがん
治療研究

このまま
推進す
べき

今後、大きな経済発展
が期待されるアジアの
中において、我が国
は、科学技術において
先進的な役割を果たす
べきであり、特に重粒子
線を用いたがん治療研
究などの先進医療につ
いては、世界の最先端
の技術や治療実績を追
い求めるべきと考える。

重粒子線を用いたがん
治療研究などの先進医
療の推進においては、
医療分野の専門家だけ
でなく、さまざまな科学
技術を融合させる必要
があり、大学、研究機
関、民間の共同研究と
いう実施体制は、強力
かつ効率的であると考
える。

4293

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

博士課程在学時から、
大学や研究機関で研究
活動を行う優れた若手
研究者を育成すること
は、我が国の持続的な
成長や国際競争力を維
持するために必要不可
欠であり、これらの若手
研究者が主体的に研究
に専念できる環境整備
の為の予算を重点的に
配分する必要がある。

日本学術振興会による
調査では、特別研究
員-ＰＤは、５年経過後
の時点で、91.7％が「常
勤の研究職」に就いて
おり、我が国の研究者
の養成・確保の中核的
な役割を果たしている。
これらの実績からも、我
が国の成長の原動力と
なる優秀な若手研究者
の育成のために重点的
な予算配分を行う必要
があるため。

4294

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24013
理数学生育
成プログラム

このまま
推進す
べき

科学技術の研究者を目
指す大学生に対し、理
数系の学問に関する
様々なカリキュラムを用
意し、また自主的な研
究の機会を与えるなど
して学生を支援すること
は、学生の科学に対す
る学習意欲を増進さ
せ、将来の科学技術研
究者の育成に向けて非
常に重要な施策であ
る。

現在、文部科学省の施
策として行われている
理数学生応援プロジェ
クトは学生の科学に対
する学習意欲の増進及
び科学技術研究者への
志望者の増加などに対
し、一定の寄与をしてい
ると考えられる。科学技
術研究者育成の最初の
ステップは科学に夢を
持ち、科学の学習に意
欲的な学生の育成であ
り、この学生育成プログ
ラムで学生を支援して
いくことは日本の科学
技術の今後の発展に非
常に重要であると考え
る。

（１）に関しては、グロー
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4295
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27018

次世代照明
等の実現に
向けた窒化
物半導体等
基盤技術開
発

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

エネルギー資源の効率
的利用、次世代産業の
育成のため引き続き国
家的規模で取り組むべ
きテーマと考えます。よ
り高い成果に結びつけ
るため、次のような視点
からの取り組みも今後、
検討の必要があると思
われます。 
（１）国内の企業がその
成果を利用してグロー
バルに成長できるため
の仕組みづくり。特に知
財権の保護と活用。 
（２）既存の照明デバイ
ス、照明器具メーカーが
より多く参画できるよう
なオープンな開発環境
の提供。

バルに展開することで
市場が拡大する反面、
技術、ノウハウが海外
に移転するというデメリ
ットが考えられます。国
としてキーテクノロジー
をブラックボックス化し
て保護すると同時に、
企業が自由に海外展開
できる環境を構築して
いいただきたい。 
（２）照明分野の歴史は
長く、業界には多くのノ
ウハウが蓄積されてい
ます。たとえばコスト、
寿命、照明の質（演色
評価数など）の目標設
定には、業界に蓄積さ
れたデータ、情報の活
用が必須と考えます。

4296

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24190
科学技術振
興調整費

このまま
推進す
べき

「優れた成果の創出・活
用のための科学技術シ
ステム改革」や「将来性
の見込まれる分野・領
域への戦略的対応」等
を目的に実施されてお
り、これらの資金によ
り、大学や研究機関が
戦略的に基礎研究を社
会に展開する応用研究
に繋げる研究活動を行
なうことが可能となって
いる。これらの研究活
動を通じ、持続可能な
成長を担う若年層の育
成や知的創造性(知恵)
(ソフトパワー) の育成を
行い、大学発の基礎研
究成果を実際の社会に
還元することを可能に
する予算を重点的に配
分する必要があると考
える。

将来の成長に繋がる研
究や人材育成を目的と
した戦略的な施策実行
は、我が国の持続的な
成長や国際競争力を維
持するために必要であ
るため。

4297

大学・
公的
研究
機関
（独

40～
49歳

文部
科学

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す

大学をはじめとする研
究機関において研究に
従事しているものの大
多数は科学研究費補助
金によりその研究費を
まかなっているのが現
状である．基盤学術研

研究者が確固たる研究
を続けられる環境がな
ければ，後人たる若手
研究者を育てていくこと
はできない．将来の科
学技術を担う若手研究
者を継続的に輩出でき
るような土壌をつくるた
めには，幅広い基盤学
術に対する国家的な支
援は必要不可欠であ
る． 
大学教員には，教育者

26



法・公
設試
等）

省 べき 究を幅広く支えていくた
めに，本補助金は必要
不可欠なものであり，最
低でも現状維持，もしく
はより拡充させて推進し
ていくべきである．

と研究者の両側面があ
る．大学の予算は，そ
の多くを教育に割かれ
ることとなり，研究費は
科学研究費補助金など
の外部資金に頼らざる
を得ない．数学などの
基盤学術分野では，企
業からの資金調達が困
難であり，科学研究費
に負うところはより大き
くなる．

4298

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24144
私立大学等
経常費補助

このまま
推進す
べき

我が国の学術研究全体
のすそ野を広げ、学術
研究活動を促進するた
めには、大学生の約8
割を担う私立大学の学
術研究活動の基盤の整
備を図ることが重要で
ある。私立大学の運営
に必要な基盤的経費で
ある経常費補助金を充
実し、 
各大学の教育研究の質
の向上やマネジメント改
革等を計る必要があ
る。

私立大学の運営に必要
な基盤的経費である経
常費補助金は必要不可
欠であり、効率的な研
究事業の推進を図るだ
けでなく、教育研究の質
の向上やマネジメント改
革等を計る必要があ
る。 
このためには私立大学
等経常費補助金が必須
であると考える。

4299

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24009
特別奨励研
究員事業

このまま
推進す
べき

大学や研究機関で研究
活動を行う優れた若手
研究者のうち、格段に
優れた能力を持つ者が
早期に自立した研究環
境を持つことは、我が国
の持続的な成長や国際
競争力を維持するため
に必要不可欠であり、こ
れらの若手研究者が自
立的に研究に専念でき
る環境等の為の予算を
重点的に配分する必要
があると考える。

自立的に研究ができる
環境を整えることが、優
秀な若手研究者の育成
にも繋がり、このことが
我が国の科学技術イノ
ベーションの源泉にもな
り得るため、重点的な
予算配分を行うことが
求められるため。

4300

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

総務
省

20115
先端ＩＣＴ技術
に関する研
究開発

このまま
推進す
べき

当該施策は強力な国の
バックアップによるさら
なる推進が望ましいと
思われる。

現在の省エネ・環境保
全への世界的要求を鑑
みるに、低エネルギー
消費で高効率で作動す
る生体システムに学ぶ
次世代の工学設計の正
否は、全地球的な死活
問題であると考える。

日本は、科学技術や卓
越した技能で世界をリ
ードしていかないと 
世界の中で生き残れな
い。「技術報国」こそ日
本の生きる道であると
思っています。国境を越 素晴らしい知の資産を
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4301
その
他

60歳
～

文部
科学
省

24020

イノベーショ
ンシステム整
備事業（イノ
ベーション成
長戦略実現
支援プログラ
ム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

え、グローバルに羽ば
たけばよいといった考え
方も有りますが、日本
人は帰属意識があり、
愛国心も持っています
ので、国内の持続的な
発展が絶対に不可欠で
あると思います。その為
に、知の集積している
大学、国営研究所、企
業研究所、公的機関等
のネットワークを構築し
ながら、是非、本事業を
推進して頂きたいと思
います。

具現化して、社会に還
元、貢献する知の循環
型社会の構築を望みま
す。未来に繋がる有益
なサイエンスとテクノロ
ジー及び教育への投資
費用は、縮小せず、む
しろ拡大していくべきで
あると思います。

4302

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24009
特別奨励研
究員事業

このまま
推進す
べき

若手研究者に対して支
援をし研究に専念させ
る事は重要と考える。

研究に専念する事が出
来る環境は必要であ
る。成果を求めるのなら
ば奉仕が必要ではない
でしょうか。

4303

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

十分な経済的基盤を持
たない優れた若い研究
者を要請することは、日
本の科学研究の将来に
とって本質的に重要で
ある。現状のままという
よりも、むしろ支援を厚
くすることを検討するべ
きである。

若手研究者(学生を含
む)にとって、人生の岐
路を選択する上で最も
重要となるのが、経済
的な基盤である。優れ
た資質を持つ若者が学
術の世界に留まること
は、日本の将来にとっ
て何よりも重要であると
信じる。

4304

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金は，
自然科学・技術、人文・
社会科学の学問領域全
てにわたる分野を対象
としたものであり，補助
金という名はついている
が今や日本の大学等に
おける学術研究を底辺
から支える分野を限定
しない基盤的な競争的
資金と位置づけられる．
また．この補助金が大
学院生の教育研究にお
いても大きな役割を果
たしていることも大変重
要である．優れた研究
計画や新分野への挑戦
的な研究計画等が多数
採択されるよう，予算枠
を充分に確保して推進
するべき施策である．

大学の基盤的経費であ
る運営費交付金が年ご
とに削減される現状で
は，大学に課せられた
使命である日本の将来
を支える人材の育成と
新たな研究成果による
新しい知的価値の創造
を絶え間なく遂行するこ
とが，大変困難になって
いる．このような中で，
広い学問分野を底辺か
ら支える競争的資金で
ある科学研究費補助金
は，公正なレビューの
下に優れた研究に交付
されるものであり，今や
大学の研究教育を支え
る基盤的資金となって
いる．これが削減される
ようでは日本の将来の
発展は無い．

経済的不安のために博

28



4305

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

推進するにあたり、数年
おきに申請・審査する
のではなく、十分な教育
実績のある大学院には
安定的に、広く支援す
べきであり、RA給与な
どに特化すべきである。

士課程に進学できない
学生を減らすためにも
推進が必要である。し
かし、進学する大学や
専攻によって学生の受
益に大きな差が出たり、
先々の支援が不透明で
あったり、教員の負担
が重いことなどの問題
を解決する必要があ
る。

4306
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

あらゆる分野に対応で
きる印刷技術・材料開
発を推し進める事は、
未来の日本の製造業に
とって非常に重要であ
ると考えます。

この先、国の基幹産業
にもなりうるＦＰＤ・タッチ
パネル及び次世代エレ
クトロニクスを支える為
に、材料・基盤の技術
開発や、製造方法の確
立を急ぐ必要があると
考えます。どの分野に
ついても大型化・薄型
化というのが今後のトレ
ンドですので、容易に応
用がきくのがメリットで
す。

4307

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24159
地球内部ダ
イナミクス研
究

このまま
推進す
べき

本研究の科学および防
災上の重要性に鑑み，
予算の増額等の思い切
った措置が必要と思わ
れる．

本研究の成果は，地震
（特に，プレート境界型
地震）や火山の噴火に
よってもたらされる災害
の軽減に有益なデータ
となると期待される．「ち
きゅう」による掘削科学
研究は一定の成果をあ
げているものの，運航
経費の減額による影響
は否めず，世界最高性
能の掘削船としても性
能が生かされていな
い．

4308

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24134

戦略的創造
研究推進事
業(社会技術
研究開発 事
業を含む）

このまま
推進す
べき

特にさきがけ研究に対
して、研究期間中に研
究が革新的に進んだ場
合及び独立した研究室
を持つ場合に関して、
研究費を2－3倍にする
オプションを、すべての
研究型について採用す
べきである。

JSTは採用後から今に
至るまでの、さきがけ研
究者の研究キャリアと
業績をフォローしてい
る。このシステムが日本
国の科学技術研究にど
れほど重要であるか
は、それらOB研究者の
リストを見れば、一目瞭
然であり説明の必要す
らない。また30台で採用
される場合が大半であ
り、この時期は独立した
研究室を持つ時期とも
重なるため、上記のよう
なオプションを採用する
ことは有力な若手研究
者に大きなチャンスを与
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えると考えられる。

4309

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック

このまま
推進す
べき

24008のみならず「人財
強化」領域にあたるす
べての施策を、積極的
に推進すべきである。

大学教員として、現在
の大学生の学力の崩壊
は日本の近い将来を憂
う深刻な問題であると
感じている。地方大学と
してはレベルが上位に
あたる新潟大学学生で
さえ、日課として新聞を
読む、本を読む、という
習慣をもっているものが
まれであり、英語以前
に日本語を用いてさえ
物を考える習慣が失わ
れている。知識伝達は
オウム返ししかできな
い。これでは最先端研
究以前に、日本社会全
体の基盤が壊れてしま
う。グリーン・ライフイノ
ベーション領域よりも、
「国家基盤」領域と同様
に「人財強化」領域を最
優先に行うべき施策と
考える。またこれを第一
義的に行う文部科学省
の責任と重要性を、広く
強く国民・政治家に訴え
るべきである。

4310

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

農林
水産
省

26105

アグリ・ヘル
ス実用化研
究促進プロジ
ェクト

このまま
推進す
べき

重要な課題であり、この
まま推進すべきである。
色々検討されて最近開
始したプロジェクトであ
り、見直すほうが時間
の無駄である。

イネやカイコの研究は
日本が強い分野であ
り、新産業創出のため
に今が非常に重要であ
る。

4311
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

太陽発電、電子ペーパ
ー、有機半導体等、将
来の伸びが期待される
技術は印刷なくしてあり
得ないと考えます。従い
まして、これまでどおり、
推進すべきです。

これまでの様々な電子
部品の開発段階におい
て、印刷技術（特にｽｸﾘ
ｰﾝ印刷）は多用されて
まいりました。これか
ら、電子部品の量産は
コストの安い東南アジア
で行なわれると思われ
ますが、国内に残ると
思われる新技術の開発
段階のプロセスはその
多くが印刷で行なわれ
ます。よって、国内の製
造業の、特に開発段階
の技術を強化するため
にも上記の施策の推進
を希望します。

衛星通信技術ひいては
宇宙開発技術は、民間
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4312
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20005

周波数有効
利用に資す
る次世代宇
宙通信技術 
の研究開発
（動的偏波・
周波数制御
による衛星 
通信の大容
量化技術の
研究開発）

このまま
推進す
べき

周波数利用効率を高め
る本研究開発は、逼迫
する衛星軌道あたりの
情報伝達量を拡大し、
日本のみならず光ファ
イバ網が発達していな
発展途上国へも貢献で
きると想定されるので、
推進すべきと考えます。

では投資対効果におい
てリスクが大きいため、
国が推進すべきと考え
ます。当然、国において
取捨選択は必要です
が、本件は既存の衛星
を利用し周波数利用効
率を１．５倍以上に高め
る目標であり、大容量
化あるいは情報あたり
のコスト削減に繋がると
考えられるため推進す
べきと考えます。

4313
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24145

私立学校施
設高度化推
進事業費補
助

このまま
推進す
べき

教育および研究に最低
限必要な近代設備を整
え、大規模災害時の市
民の緊急避難場所とし
ての役割を強化するた
めにも、私立学校等の
老朽化した施設の安全
性の維持は不可欠な課
題であり、必須の施策
であると考える。

近年最新の研究用設備
は設置器械に留まらず
研究室全体のデザイン
に関わるものが大半と
なっている。部屋があり
そこに器械や設備を並
べるだけでは本来の機
能を発揮できない複合
的な設計が基本となっ
てきているためである。
ましてや耐震性の安全
基準が求められる時代
であり、研究のインフラ
としての施設高度化推
進は必要不可欠であ
る。

4314

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

農林
水産
省

26108

新たな農林
水産政策を
推進する実
用技術開発
事業

このまま
推進す
べき

中でも「カイコによる高
機能シルクの開発と実
用化」はこのまま推進す
べきである。

新産業創出と養蚕業・
養蚕文化の保護のため
に、いま集中して組換え
カイコを用いた実用化
研究を進めないと、新
産業創出の機会をなく
してしまうだけでなく、進
展著しい中国等に負け
てしまい、日本の知識・
技術・文化を失ってしま
う。

4315
公益
法人

60歳
～

文部
科学
省

24005

橋渡し研究
加速ネットワ
ークプログラ
ム

このまま
推進す
べき

本施策により、大学で
の臨床研究体制の整備
が進んでいる。未だ整
備の途上であり、早期
に整備を達成すべく施
策を継続すべきである。

基礎研究の成果を実用
化につなげる橋渡し研
究である臨床研究は未
だ日本の不十分なとこ
ろである。現在整備途
上にあるので、世界に
通用する基準で実施さ
れるべく一層の加速を
すべきである。臨床研
究を飛躍的に向上させ
ることにより、従来では
治らなかった疾患に対
して有効な治療手段を
得ることが期待される。

諸外国では大学院生は
研究スタッフの一員とし
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4316

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

これまで以上の規模に
拡充の上、推進すべき
と考えます。

て給料が支払われてい
ますが、日本ではほと
んどが仕送り・アルバイ
トに頼って生活している
状況です。今後、若く高
度な専門知識をもった
人材を安定して育成し、
日本の研究開発力を維
持していくために、特別
研究員制度はこれまで
以上に推進すべきと考
えます。

4317
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロ二
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

印刷技術を駆使しエレ
クトロ二クス素子・回路
を製造することは省資
源、工程短縮、高生産
性に極めて有効な技術
だと思います。

現在のフォト・エッチン
グ技術に比べ 
・材料のロスが少ない 
・工程が少なくなる 
・設備コストが少ない 
・エネルギーコストが少
ない 
等の点から環境面に配
慮しつつ日本の国際競
争力を強化させる有効
な技術だと思います。

4318

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

ナショナルバイオリソー
ス事業は大学での研究
に必要である。

仕分けによる経費削減
のため研究費の確保が
難しくなり、その上安価
でリソースを利用できる
サービスが無くなること
は大学での研究にとっ
て致命的である。国内リ
ソースライブラリーを充
実させることにより、研
究費の海外流出を抑
え、内需拡大も考えら
れる。

4319

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24152

スーパーサイ
エンスハイス
クール支援
事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

 
担当理科教員（教員と
呼ぶ）の質の向上を図
るため、下記を行う。 
１．教員に50万円/年の
研究費と1日/週の研修
日を与える。 
２．教員は近傍大学に
研究計画を提出し、認
められれば、毎週1日、
当該大学で研究を行
う。 
３．教員には、2回/年、
学会・研究会参加の公
務出張を認める。

 
１．優れた教育には、最
先端の研究への理解と
意欲が必要であり、指
導者としての教員の資
質向上に役立つ。 
２．職業を持ちながら毎
週1日だけ研究に従事
する教員の姿勢は、大
学の学生・院生や若い
研究者に刺激を与え
る。 
３．日本の現状では大
学の研究者増は困難で
あり、拡大する学問分
野への対応が危ぶまれ
る。その解決策の一つ
は、大学外職業従事者
の学問参加の奨励であ
る。上記施策は、その
手始めのモデルケース
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になり得る。

4320
民間
企業

50～
59歳

文部
科学
省

24176

光・量子科学
研究拠点形
成に向けた
基盤技術開
発

このまま
推進す
べき

グリーンナノテクノロジ
ー、分子レベルのライフ
サイエンス技術分野で
世界をリードし続けるこ
とが、日本の明るい将
来のために最重要であ
ると考えます。このため
の基盤技術として、原
子レベルの目、手となる
光・量子ビーム技術は
欠くことができません。
ノーベル賞をとれる加
速器技術に加えて、民
間への応用展開を目指
す本施策は、引き続き
強力に推進することを
希望します。

現状、日本の光・量子
科学技術は、米、欧とと
もに世界トップレベルに
あります。しかし、意外
に産業への技術移転、
応用展開が進んでいま
せん。基礎物理のため
の研究に加えて、産業
応用を進められるに十
分な人材と資金が不可
欠です。光・量子科学技
術は一朝一夕では築け
ません。国家の意思とし
て是非とも強力に推進
して下さい。

4321

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学技術推進のため基
礎研究等の重要性を鑑
み、予算の充実を望み
ます。

日本が先進国として世
界をリードする研究を行
うためには、基礎研究
が重要と考える。

4322

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学技術によって産業
が成り立っている国な
ので、しっかりと予算を
配分してもらいたい。特
に若手への予算をより
配分していただきたい。
一部の中核研究を行っ
ている研究室に多くに
費用を出す一方で、若
手にも使えるような研究
費を増やしてほしい。ま
た、複雑な事務手続き
などをなくして、研究に
集中できる環境になる
ようなシステムにしてほ
しい。

せっかく大学や研究機
関が人を雇っても、若手
研究者への予算が十分
ではないと独創的な研
究がやりにくいため。研
究に対する意識が低い
所に配分する必要はな
いと思うが、活発に行っ
ている若手に配分額を
増やして自由に研究を
させてもらえると、欧米
と渡りあえる研究ができ
るのはないかと思う。

4323

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

予算削減は中途半端な
結果をもたらすので、希
望に沿った配慮をお願
いしたい。

物理上の意義のみなら
ず、加速器としても世界
最先端の技術を目指さ
なければならないため。

筆者は大学退官後、グ
リーンバイオを設立し
て、環境問題として、バ
イオマスから生分解性
プラスチックの創製を手

E・ガルフィールドによる
と、発表される科学論
文の90％は、役立た
ず、引用されることも少
なく（10回以下）、2－3
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4324

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24001

大学発グリー
ン・イノベー
ション創出事
業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

掛けてきた。また、幾つ
かの財団による、研究
補助金の配布にも関係
してきた。それらを通し
て感じることは、補助金
に群がる、玉石混淆の
研究者の選別である。
最近では、科学論文の
被引用回数という客観
的な基準が出来てきた
ので、それによって、優
秀な研究者を選別し、
税金の無駄な配布を防
ぐべきだと考えている。

年のうちに消えていく。
残りの、10％が関係研
究者に引用され、その
領域の発展に寄与す
る。それでも、500回を
超えるのは稀である。
近年、ロイター通信社
のコンピューターによ
り、研究者の貢献度が
客観的に示されるよう
になったので、それを利
用して、研究者の仕分
けを行い、税金の無駄
使いを避けるべきであ
る。

4325

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

女性研究者支援室が本
当に役にたっているの
か、疑われる。一方で、
産休・育児休暇中の研
究補助者雇用などは効
果的と考える。追加で
提案したいことは、夫婦
が研究者であるときに、
両者を同機関もしくは同
地域で職をもてるような
手立てを含めるべきで
ある。すなわち、女性研
究者になることを支援
するよりも、厳しい競争
を経た付加価値の高い
女性（もしくは男性）研
究者が研究を続けられ
るような施策こそが、対
費用効果の高い支援策
になるのではないかと
考える。

女性研究者支援室が本
当に役にたっているの
か、疑われる。一方で、
産休・育児休暇中の研
究補助者雇用などは効
果的と考える。追加で
提案したいことは、夫婦
が研究者であるときに、
両者を同機関もしくは同
地域で職をもてるような
手立てを含めるべきで
ある。すなわち、女性研
究者になることを支援
するよりも、厳しい競争
を経た付加価値の高い
女性（もしくは男性）研
究者が研究を続けられ
るような施策こそが、対
費用効果の高い支援策
になるのではないかと
考える。

4326
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

印刷技術は、環境、家
電製品 等 いたるとこ
ろで必要不可欠であ
る。

海外競争から遅れをと
っている。 
環境問題等は、深刻な
問題である。 
内需拡大。

4327
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

印刷エレトロニクスが社
会インフラを支える日本
の基盤技術として成立
するためには、民間一
企業での研究開発に加
えて、国家主導による
産業構造の変革を意識
した企業間連携の土壌
が形成されることが極
めて有効であると考え
ます。印刷エレクトロニ
クスの根幹となるプロセ
ス基盤技術を日本が世
界に対してリードする形

有機半導体トランジスタ
をはじめとする、プラス
ティック基板の上に電子
回路を形成する技術
は、欧米が先導してい
る状況にあるように思
われるが、デバイスの
信頼性と、既存のシリコ
ンデバイスとのインター
フェイス規格の標準化
は、いま戦略的に策を
施せば日本が世界を主
導することが可能であ
り、デバイスの製造プロ

34



で獲得することで、今一
度強い日本のエレクトロ
ニクス産業が立ち上が
ることを期待します。

セス技術とそれらは、印
刷エレクトロニクスにお
いては密接に連関があ
ると考えられるから。

4328

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

 大学院博士課程修了
後に研究者を目指す者
にとって、キャリアパス
の一つであり、同制度
の充実は必要である。 
 また，大学等で学ぶ者
や研究者を志望する者
を支援する制度が、貸
与型の制度が多くなる
なかで、給付型の制度
として維持・拡充すべ
き。 

 将来、我が国を支える
研究者集団を継続的に
養成するために必要な
施策であるとともに，特
別研究員事業について
は人材育成制度である
ため、その成果は20年
～30年のスパンで検証
すべきである。 

4329

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24134
戦略的創造
研究推進事
業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

近年この事業で選択さ
ている研究領域が、本
当にこの事業でサポー
トすべきことなのか、一
方でこれまでの経緯か
ら当然サポートすべき
事業が選ばれたない、
という感触を持ちます。

例えば、個々１０年でゲ
ノムや遺伝子という概
念がかなりかわったと
思います。それはRNA
の機能解明によると思
います。今後も、医療や
食料の問題を解決して
いく上でRNA機能の解
明は必要と考えられま
す。その分野の研究を
もっとサポートすべきで
は。

4330
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

液晶テレビ、タッチパネ
ル、ソーラーパネル等
の 
製造にも応用できる技
術だと思います。

液晶テレビ、タッチパネ
ル、ソーラーパネル等
の 
国際競争力が落ちてき
ているので。

4331
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27170

次世代高効
率ネットワー
クデバイス技
術開発

このまま
推進す
べき

環境問題の側面から、
今後肥大化が予測され
るネットワーク消費電力
を削減するキーデバイ
ス技術、アーキテクチ
ャ、装置の開発を推進
することは非常に意義
がある。また、経済・安
全上の側面から、北米
装置ベンダーに寡占化
されている大規模ルー
タの領域において世界
に通用する技術を早急
に立ち上げ、国産化を
図ることが必要である。

100Gイーサネットの標
準化完了に伴い、
Juniper等北米装置ベン
ダーは既に装置化を進
めており、シェア下位に
ある日本装置ベンダー
はシェア上位ベンダー
のキャッチアップとなり
つつある。省エネ化は
外国装置ベンダーも推
進してくると考えられる
が、これに先んじて省エ
ネ通信機器を開発する
ことで、国際競争力の
獲得によるシェア拡大
が見込める。さらに、産
学官連携での技術開発
は単独企業ではなしえ
ない国産技術底上げに
非常に意義がある。

カイコと野蚕の収集・保
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4332

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

ナショナルバイオリソー
スプロジェクトはこのま
まの推進してほしい。実
際、私の研究材料であ
るカイコ・野蚕は研究室
で維持する余裕がなく、
すべてナショナルバイオ
リソースプロジェクトで
保存・提供していただい
ており、かけがえのない
プロジェクトです。

存・提供の事業である
ナショナルバイオリソー
スプロジェ クト（NBRP）
は、経済的リスク回避
の視点で企業が実施で
きない研究課題を国家
的な規模で生物資源の
有効活用を基本に進め
られています。生物や
植物資源資源は国家を
制するといわれていま
す。関連予算が今後も
削減されれば、蚕の研
究に従事する大学・民
間におい て研究・教育
上の問題が生じます。
NBRP予算の削減が加
速しないようにご一考下
さい

4333

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

ナショナルバイオリソー
スプロジェクト（NBRP)
事業には、十分な予算
を配分するべきでありま
す。

ナショナルバイオリソー
スプロジェクト（NBRP)
事業で、最も重要な業
務の一つとして、 
酵母株・酵母プラスミド
の維持・研究機関への
配布です。 
酵母実験系は、その技
術がノーベル医学生理
賞受賞に導いたことか
ら明らかなように、 
現代生命科学にとって
欠かせないものです。
特に、日本の酵母株・
酵母プラスミド 
ライブラリーは世界レベ
ルで見て非常に優れて
おり、日本の生命科学
を世界トップ 
レベルに引き上げる、あ
るいは、維持するため
に有用な財産です。 
私自身、年に数回、本
事業より材料の配布を
受けており、研究の遂
行やくに活用させて 
いただいています。

4334

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

このまま
推進す
べき

オールラウンド型（タイ
プ１）の施策に大いに賛
同します。細分化が進
む学術と複雑化が進む
社会のギャップを埋め
るために、文理融合を
目指したタイプ１が強く
望まれます。

わが国の持続可能な成
長戦略の根幹は人材育
成ですが、とりわけイノ
ベーションを生み出す
人材育成に国を上げて
取り組むことが国家の
計です。

予算減額によりリソース
保存体制が崩壊する恐
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4335

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

バイオリソース（生物資
源）は重要であることは
誰が見ても明らかなは
ずです。すでに、予算減
額や書類作成作業の増
加によるダメージが蓄
積してきています。

れがあります。リソース
なくして研究はできない
ことを改めて認識してい
ただきたいと思います。
今後、ゲノムが簡単に
解読できるようになるこ
とや、地球環境が変動
していくだろうことも考え
ると、数年後だけでなく
数十年後を見据えた国
家戦略を考えていただ
きたいと思います。

4336

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金の予
算を充実し、まとまった
額をより多くの研究者に
配分できるようにして欲
しい。 

国立大学では法人化さ
れて以来、経営の効率
化のため予算が毎年
１％づつ減額されて来
ており、研究を行うため
に必要な資金が不足し
ています。 
また、国立大学で行っ
ている基礎研究は大変
重要な使命であり、この
研究活動を支えるため
の外部資金として、科
学研究費補助金は貴重
な研究資金となってい
ます。 

4337
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

効率を重視した太陽電
池の実現に向け低温焼
成インクの開発は不可
欠であり、推進すべき
開発事業と考えます。

自然エネルギーの効率
的な活用、低コスト化に
よる普及率の向上とい
った効果を創出するた
めに、大気環境で加工
可能な印刷装置製造技
術が大きく寄与すると考
えるため。また、市場の
活性化にもつながる。

4338
公益
法人

60歳
～

経済
産業
省

27024
高効率水素
製造等技術
開発

このまま
推進す
べき

現在、製油所の水素製
造装置で製造されてい
る水素の純度は９７％
程度であり、燃料電池
車に供給するには純度
を９９．９９％にまで高め
る必要がある。既存技
術では水素回収率、エ
ネルギー利用効率が低
いため、膜分離技術を
組み合わせて高効率で
高純度水素を製造しよ
うとする本件技術開発
への期待は非常に大き
い。特に、膜分離技術

燃料電池実用化推進協
議会では、2015 年に燃
料電池車の一般ユーザ
ー普及開始と商用ステ
ーションの設置開始と
いうシナリオを発表して
おり、燃料電池車への
水素供給インフラの整
備が急務となっている。
こうした状況の中で必
要とされる大量の水素
は、当面は安定供給が
確保できる水素製造・
供給方法が求められよ
う。本件は、石油精製工
程で不可欠な既存の水
素製造プロセスを飛躍
的に効率化し、来るべ
き水素社会への水素供
給に活用するものであ
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を水素製造工程のコア
部分に組み込む発想は
注目される。

ることから、既存設備の
有効活用という経済合
理性を持ち、差し迫って
いる燃料電池車用の水
素需要に応える時宜を
得た技術開発であると
考える。

4339

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アテイブ

このまま
推進す
べき

この領域の研究は生命
科学において、主幹と
なるものである。このま
ま推進というよりも、さら
に支援を拡大すべきで
ある。

生命科学のハイライト
の一つはゲノム解析で
ある。しかし、ゲノム解
析そのものでは生命現
象を説明することは不
可能である。ゲノムの下
流にあって、実際には
たらいているのはタンパ
ク質であり。その構造と
機能を明らかにすること
によって、初めて遺伝
子の役割が明らかにな
る。

4340

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

大いに推進すべきであ
る。

日本の研究活動全体の
基盤であり、現役研究
者すべてを対象にした
最重要施策である。ボト
ムアップ型の、真の意
味での新しい領域を生
み出す可能性を秘めた
施策であり、今後も大い
に推進すべきである。
本施策は、トップダウン
式のグリーン・ライフイノ
ベーション領域の研究
施策よりも優先度が高く
位置づけられるべきで
ある。

4341

大学・
公的
研究
機関 30～

文部
科学

24190

科学技術振
このまま
推進す

私は現在東北大学
で、”科学技術振興調
整費-先端融合領域イノ
ベーション創出拠点の
形成”により運営されて
いる”マイクロシステム
融合研究開発拠点”で
研究を行っております
が、 

通常の若手研究者の1
つの研究テーマの期間
は科学研究費補助金の
期間や、雇用の期間か
ら、3年程度になりま
す。さらに、準備期間と
まとめ期間を除くと実質
的な研究機関は2年程
度となり、この間に成果
（=論文）を出すことが求
められるため、論文に
なりやすい研究を行うこ
とが必然的に行われま
す。 
このような短期間で論
文になる研究はほとん
どこれまで行われてい
る研究のごく一部を変
えただけのものになって
しまいます。また、短期
間の異動では研究の交
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（独
法・公
設試
等）

39歳 省 興調整費 べき 本プログラムは非常に
有効に機能しており、研
究者、特に若手研究者
のアクティビティを上げ
ています。 
ぜひ今後もこのような素
晴らしい施策を継続、拡
充してゆくようお願いい
たします。

流も限られたものになり
ます。 
これに対し、本プログラ
ムは10年と長い期間が
与えられ、またプログラ
ムで研究者間の交流を
促す拠点形成を掲げて
いるため、よりイノベー
ティブな研究を行うこと
が可能となり、そこで研
究に従事する若手の研
究者も腰を据えて研究
に注力することができる
ため、非常に質の高い
研究が可能となります。
このように本プログラム
は若手研究者が行う、
イノベーティブな研究に
とってとてもよく作用し
ていると考えられます。

4342

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アテイブ

このまま
推進す
べき

本施策の中でも｢ターゲ
ットタンパク質研究プロ
グラム｣は困難ではある
が重要なタンパク質の
研究に焦点を絞って推
進されており、新聞に報
道されるような成果がい
くつも発表されている。
一方、目立ちはしない
が、国際的に注目され、
その分野を学術的に指
導するような成果も
次々と報告されている。
従って、最終年度であ
る23年度には特に重点
的な予算配分が必要で
ある。本年度より減額さ
れた２３年ど予算要求
額がさらに減額されるこ
とはなされるべきではな
い。

困難ではあるが学術的
に重要な研究を高度に
推進することによって、
全く予想のできなかった
応用の可能性が発見さ
れた例は無数にある。
｢ターゲットタンパク質研
究プログラム｣で、近
年、チトクロム酸化酵素
の高分解能解析によっ
て細菌と哺乳動物に重
要な構造的相違点が発
見され、それから、創薬
の可能性が生じている
ことも好例である。この
ように、本プログラムは
学術的進歩に大きく貢
献するだけではなく革
新的に新しい応用への
貢献も期待できる。

科研費の重要性や有効
性は内外で高く認めら
れており推進すべきで
す。一方で、効率的な
運営のための改善点に
ついて意見をのべま
す。 
1 申し込みの体裁を整
えるのために各研究者
個人・各研究機関で多
大な労力が払われてい
ます。むしろ様式そのも
のを無くして、研究目的
と研究計画以外はweb
入力にし、両者も今のよ

3 9/16日現在で2010年
秋募集の科研費の英語
の科研費応募要項がま
だ公表されていません。
早急に用意すべきでは
ないでしょうか。 
4 日本人JSPSフェロー
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4343

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

うに枠内に書き込むの
ではなく「様式自由で、
～pt以上で何ページ以
下、余白は～センチ以
上～センチ未満」とした
らよいのではないでしょ
うか？ 
 
2 上記が難しいのであ
れば、少なくとも様式の
docフォーマットをodtフ
ォーマットにされたらい
かがでしょうか？プロプ
ライエタリソフトである
officeの必要がなくな
り、OSに囚われずオー
プンなopenofficeで書類
の作成ができるようにな
り効率が上がります。 
2 外国人JSPSフェロー
の給費支給が3ヶ月毎
になっていると外国人
JSPSフェローから聞き
ました。最初の支払い
が遅いので、来たばか
りのときの生活の立ち
上げに苦労されている
ようでした。なぜ3ヶ月ご
とかの理由も示されて
いないようで、この点で
も不満があるようです。
きちんと説明するか、あ
るいは通常通り毎月支
給されてはいかがでしょ
うか？ 

制度と外国人（長期）
JSPSフェロー制度の評
価に開きがあります。現
在の日本人JSPSフェロ
ーのレベルは素晴らしく
制度も良く知られていま
す。もちろん外国人
JSPSフェローも、受入
れ教官の学会地位が非
常に高く、かつ本人の
能力も高い場合は十二
分に成果を上げていま
す。しかし、外国人で審
査をパスしたけれども
結局JSPSフェローを断
った例や、また本人の
能力不足が一因で問題
が起きてしまた例を少
ないサンプルから実際
に知っています。外国
人JSPSフェロー制度の
評価を上げるために、
宣伝を定期的に広く行
う、支給額を上げるなど
を検討されてはいかが
でしょうか。

4344

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24152

スーパーサイ
エンスハイス
クール支援
事業

このまま
推進す
べき

このまま推進し、理科教
育をより広く確実に浸透
させ、将来の日本の科
学技術のためにも、理
系人材の裾野を広げ、
底上げを図るべきであ
る。

将来の日本の科学技術
のためにも、また理系
への女性の進出を促進
する上でも、早い時期
から理科に馴染ませる
とともに、特別な才能や
技能が必要だという誤
解を取り除くことが重要
である。そのためにこう
した施策は必要であ
る。

4345

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

法人化後、耐震・アスベ
スト対策などの施設整
備が優先されてきた
が、まだ危険度が改善
されていない施設が多
数あり、予算措置が必
要と考える。さらに、老
朽・狭隘施設も改修し
教育研究の充実を図る
必要がある。

大きい建物に関して
は、耐震・アスベスト対
策が講じられているが、
小さな建物に関しては
改善されていない。 
日本が技術発展し、他
国との競争を勝ち抜くた
めには、教育研究の充
実を図るためには、老
朽・狭隘施設の改修が

40



必要と考える。 

4346

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

国際的に競争力をもつ
大学に脱皮するため
に、平成19年度から事
業が開始されており、そ
の取組を財政的にも支
援する制度は重要であ
る。また，我が国が強み
を持つ学問分野の強化
に繋がるものであり、継
続的な支援が必要不可
欠である。 

 事業を中途半端に終
わらせないためにも、予
算を十分確保したうえ
で、評価を厳正にするこ
とが適切である。 

4347

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24109

（独）海洋研
究開発機構
運営費交付
金「地球環 
境変動研究」

このまま
推進す
べき

本研究は地球温暖化お
よび海洋酸性化を生き
抜くための智慧をもたら
してくれる研究であり，
積極的に推進すべきで
ある．なお，本研究で
は，測器記録のない時
代にまで遡って海洋環
境を把握するために，
代替指標（プロキシ）を
用いた研究が必須であ
るにも関わらず，その重
要性があまり認識され
ていないように見受けら
れる．

現在，進行しつつある
地球温暖化と海洋酸性
化の実態とその影響を
正確に評価することは，
人類の生き残り戦略を
考えるために必須であ
る．そのためには，産業
革命前から現在までの
（正確な）大気・海洋デ
ータを取得する必要が
ある，また，現在の，大
気海洋システムに関す
る理解を進化させること
も書かせない．本研究
は，それらを達成するた
めに行われるものであ
り，積極的な支援がなさ
れるべきである．

4348

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24001

大学発グリー
ン・イノベー
ション創出事
業

このまま
推進す
べき

グリーンイノベーション
創出事業を推進する上
では植物科学の貢献が
大きいことと思います。
植物を利用して、地球
に最も負荷をかけない
方法でのエネルギー創
出が有望です。特に、ス
スキやスイッチグラスと
いった、欧米で重要視さ
れているエネルギー作
物の研究への投資が重
要性を持つものと考え
ます。

環境にいかに配慮しつ
つ、エネルギーを創出
するか、これが我が国
が抱える課題です。化
石資源を持たない我が
国は、一方では、野生
の植物資源の多様性を
欧州よりも保持していま
す。欧米がススキ等の
日本に自生する野生植
物にエネルギー資源と
して注目しているのに
対し、日本国内ではそ
の重要性がほとんど認
識されていません。上
記の意見の理由は、ＩＰ
Ｓ細胞への投資で米国
に後れをとった反省に
立ち、エネルギー作物
の研究では世界を牽引
できる体制を構築する
べきだと考えるからで
す。

ホワイトスペース利用に
よる無線ブロードバンド
アクセスの実現のため ホワイトスペース利用に

41



4349
民間
企業

30～
39歳

総務
省

20006

ホワイトスペ
ースにおける
新たなブロー
ドバンドアク
セスの実現
に向けた周
波数高度利
用技術の研
究開発

このまま
推進す
べき

に必要なコグニティブ無
線の研究開発は、周波
数逼迫問題を解消する
だけでなく、ユーザーの
利便性の向上や、新た
なサービス、産業を生
み出す力を秘めてい
る。本分野の研究開発
は米国を中心に海外に
おいても活発であるた
め、国際的に優位に技
術開発、技術蓄積を進
めていかなければなら
ない。そのため、本施策
は推進すべきである。

関しては、実用化のた
めに克服しなければな
らない研究課題は数多
く残されている。民間企
業、大学、研究機関等
の知見を組合せて効率
的に研究開発を実施す
る、という本施策の方針
により、実用化を主眼に
したより実践的な研究
開発が幅広く実施可能
となり、技術開発が促
進されることが期待でき
る。

4350

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

基礎研究など、民間に
敬遠されがちな分野へ
の国の支援は重要。 

資源の少ない我が国で
は、科学技術の発展が
重要。

4351

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探索

このまま
推進す
べき

Bファクリー加速器は、
日本の研究者だけでな
く、世界の研究者によっ
ても利用されている日
本が誇れる加速器であ
る。この加速器の高度
化および利用を続ける
べきである。

現在では加速器を利用
した研究はいずれも国
際共同研究となってい
る。従って日本の研究
者が海外の加速器を共
同研究によって利用し、
海外の研究者が日本の
加速器も利用するという
関係になっているが、こ
の関係は相互利用の一
種の外交的関係となっ
ており、日本国内に世
界最先端の魅力的加速
器を整備して海外から
の研究者を惹きつけな
ければ、逆に日本の研
究者が海外の加速器を
利用する条件が損なわ
れる。Bファクトリー加速
器はその条件と魅力を
有しており、従って高度
化を推進すべきである。

4352
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20003

新世代通信
網テストベッ
ド(JGN-X)構
築事業

このまま
推進す
べき

 エネルギー消費等の
現在のネットワークが抱
える問題を抜本的に解
決するに技術開発は将
来に渡り重要な社会基
盤として 
国際的にも先端技術を
維持・推進するために
推進します 

 既存のJGN網におけ
る多岐な研究報告は極
めて貴重で価値が高い
ものであり、JGN-X網は
更なる結果が期待でき
る 

提案者主導で、研究開
発課題の提案、予算計
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4353
民間
企業

30～
39歳

総務
省

20108
ICTグリーン
イノベーショ
ン推進事業

このまま
推進す
べき

本施策により、環境へ
の貢献を目指すICT技
術の、斬新なシーズの
創出とそれを用いた強
い製品、事業の実用化
が多いに期待できる。
地球温暖化対策技術と
ICT技術の国際競争力
向上を、産学官連携に
よって促進する機会を
与え、研究開発を事業
化に結びつけることによ
って、より広くの国民が
利益を得ることを可能と
する施策である。

画、事業化計画までを
応募の段階で作成し、
外部有識者の評価によ
る課題採択される。こ
の、オープンかつ校正
な採択方法によれば、
費用対効果の高い研究
課題が実施できる。 
採択の競争倍率は約8
倍と高く、国内の幅広い
大学、研究機関、企業
において、本施策の意
義、目的に賛同が得ら
れ、技術開発の質も高
いことを裏付けている。
競争倍率が増加してい
る点からも、競争的資
金としての価値も向上し
てきている。 

4354
公益
法人

60歳
～

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム）

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

 この事業の評価はた
いへん難しいと存じま
す。 
 時として、作文の上手
い先生が評価されるケ
ースも多々あるように思
います。 
 現地調査をされる等
の工夫をされています
が、本当の研究現場で
研究者の意見を聞くこと
が重要ではないかと存
じます。 
 本当に企業の研究者
が関わっているかといっ
たことも十分にチェック
できます。 
 実務上、難しい側面も
ありますが、高名な評
価委員でなくとも文部科
学省の担当者で十分に
判断できると思います。 
 文部科学省は、主体
的に判断されるよう希
望いたします。 

 クラスター事業に関わ
ってきましたが、レベル
が高く事業化も進む研
究、多少レベルは落ち
ても産業的に有効な研
究があります。 
 数多くの研究開発が
進められていますが、
少なくとも、いずれかに
該当することが必要条
件かと存じます。

4355

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

グローバルGCOEプロ
グラムは、人材育成に
おいても、研究活動に
おいても有意義かつ現
実的に運営されている
事業であるため、このま
ま、もしくはさらなる強化
をされて推進されるべき
だと考えます。

博士号を取得後、
GCOEのプログラムの
博士研究員になり、そ
のまま助教になられる
先生はとても多いし、こ
のプログラムで育った
優秀な人材が今では日
本各地で、准教授、教
授になっておられます。
さらに、学生を対処にし
た教育プログラムは好
評で大変効果的な事業
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です。

4356

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

将来的にテニュアトラッ
クの定着は、少子化に
より競争力が低下して
いく日本の自然科学研
究にとって必須事項で
あるので、強く推進すべ
きである。しかし、現時
点では、これまでの人
事制度との軋轢から、
テニュアトラック開始時
点で、テニュアポジショ
ンの数が確保されてい
ないなどの問題があり
改善の余地がある。よ
って、テニュアポジショ
ンが確保されている大
学や研究機関に優先的
に予算を与えるなどの
措置が必要と考える。

テニュアトラックの定着
は、研究また教育での
成果をあげることや研
究組織の生産性向上の
ための協調性を示すこ
となどによって、研究者
としての素質を示せれ
ば、研究の独立性と職
の安定性が確保される
という研究者になること
の魅力を与えるもので
ある。またその定着は、
若手研究者の一つのゴ
ールを示し、大学院レベ
ル、研究室レベルでの
そのゴールに向かった
教育システムの向上に
つながり、果ては日本
の国力向上につなが
る。

4357

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

グローバルGCOEプロ
グラムは、人材育成に
おいても、研究活動に
おいても有意義かつ現
実的に運営されている
事業であるため、このま
ま、もしくはさらなる強化
をされて推進されるべき
だと考えます。

博士号を取得後、
GCOEのプログラムの
博士研究員になり、そ
のまま助教になられる
先生はとても多いし、こ
のプログラムで育った
優秀な人材が今では日
本各地で、准教授、教
授になっておられます。
さらに、学生を対処にし
た教育プログラムは好
評で大変効果的な事業
です。

4358

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

5年間の資金投入額（１
兆1,000億円）の初年度
として十分なのか。大学
の教育・研究環境の整
備は、着実に推進すべ
きである。 
 施設の陳腐化は、大
学生・大学院生の教育
意欲を失わせることにも
つながるので、積極的
な整備が必要である。 

 地方の国立大学は、
地域のランドマークとし
ての役割も果たしてお
り、地域活性化・地域の
拠点としていくために必
要な事業である。 

4359

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金は拡
充が望まれる．今回の
概算要求にあがってい
る，基盤研究（C），新学
術領域研究，若手研究
A,B，挑戦的萌芽研究な
どの拡充は非常に重要
なので、是非とも実現す
べきである．

科学研究費補助金は，
大学に於ける研究活動
の基盤を支える，生命
線とも言える研究資金
である．研究者の自由
な発想に基づく研究を
支える科学研究費補助
金の拡充なくして，日本
の未来を切り開く画期
的な研究成果は生まれ
ない．是非ともこの施策
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は実現して頂きたい．

4360

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

グローバルCOEプログ
ラムは、大学の教育・研
究の機能を発展させ、
我が国をリードする人
材を育てるために重要
な役割を果たしており、
今後も規模を増強しな
がら推進することが望
ましいと考えます。

大学で行われている先
進的な研究の推進に
は、若手研究者は博士
課程の大学院生の活力
を欠くことはできませ
ん。グローバルCOEプ
ログラムは、そうした若
手研究者・大学院生の
サポートとして重要な役
割を果たしており、その
縮小は我が国の先端科
学の力を削ぐことになる
と考えられます。そうし
た理由から、グローバ
ルCOEプログラムの推
進が望ましいと判断しま
す。 

4361

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

タンパク質の構造・機能
解析は生命現象の理解
や、新規医薬品開発に
おいて有用な情報を提
供し、あらゆる分野にお
いて必要不可欠なもの
となっている。 
これまで本施策では各
拠点が得意とする分野
で、装置、技術を活用し
成果を上げている。 
構造および細胞生物学
の分野にとどまらず、自
然科学・医療・創薬に代
表させる幅広い分野の
今後の発展の基盤とし
て本施策は重要度を増
していくと考えられる。

本研究プログラムのみ
ならず、ライフサイエン
ス分野全体への利用に
供するインフラの整備
は必要であり、このよう
な施策を積極的に推進
すべきである。 
これまでの各拠点の成
果、を今後さらに融合さ
せることにより今後さら
なる大きな成果が得ら
れることが期待できる。
このような研究プログラ
ムを通じて、各分野で
若手の人材が育ってき
た。今後もこれら若手研
究者が自立できるよう
な支援を継続していくこ
とが重要である。

4362

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24124
植物科学研
究事業

このまま
推進す
べき

理化学研究所植物科学
研究センターは世界の
植物科学研究の中でも
中心的な地位を占めて
おり、この拠点の存続・
充実は我が国の国際的
責務であると考える。よ
って、今後も積極的に
推進すべきである。

我が国の植物科学のレ
ベルは世界的に見ても
トップクラスであり、その
競争力の高さは他の科
学領域の中でも上位に
位置している（科学技術
政策研究所によるサイ
エンスマップを参照）。こ
のように国際的優位性
を持った数少ない分野
の一つであるにもかか
わらず、植物科学への
政策的サポートはかな
り手薄である。よって、
植物が各研究事業はよ
り一層推進されるべき
である。

学術研究の細分化・高
度化は、先端技術を屈
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4363
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24146
私立大学等
研究設備等
整備費補助

このまま
推進す
べき

学術研究の細分化・高
度化により、私学教育
および学術研究のレベ
ルを引き上げ、そのた
めの整備費補助は必須
と考える。

指することなく治療がで
きなくなってきている医
療の臨床分野の例のよ
うに、もはや後退できな
い傾向であり、そのため
の整備費補助は必須と
考える。

4364

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

施設の陳腐化は，理工
系人材の養成の主な担
い手である国立大学の
大学生・大学院生の教
育研究環境の劣化につ
ながるため，整備を着
実に実施する必要があ
る。

学部学生の７割を受け
持つ私立大学だが，文
系の学部生を主に担っ
ているのに比べ，国立
大学は，理工系の学部
生を多く人材養成して
おり，施設設備に多額
の投資をしなければな
らない。また，その施設
は古く狭隘であるもの
が多く喫緊に建て替え
る必要があるため。

4365

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143
グローバルＣ
ＯＥプログラ
ム

このまま
推進す
べき

国際的にも競争力のあ
る拠点の形成に向けて
重点的な支援を行うグ
ローバルCOEプログラ
ムは、これからもその規
模を縮小せずに継続し
ていく必要があると考え
る。多くの優秀な若手研
究者が大きな研究拠点
で切磋琢磨しながら研
究する機会を創造する
ことで、我が国の研究
能力の底上げとなるこ
とを望む。

国際競争力のある大学
づくりのために、重点的
支援を行うことは有効
に機能しているように思
われる。一か所に人が
集まり、そこで多くの研
究者が意見を交換しな
がら研究を進めること
は、研究のアクティビテ
ィを上げる上でとても有
効な手段の一つであ
る。また、その活発な環
境で成長した若手研究
者が他の機関に職を得
て移動すれば、日本全
体の競争力の底上げに
もなっていると考える。

4366

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24161
ITER計画（建
設段階）等の
推進

このまま
推進す
べき

核融合エネルギーの実
用化には，ITERの遅延
なき建設とその後の
ITER実験の重要な成果
が必要である。ITER計
画は7極による国際協
力で推進しているが，日
本がITER計画を円滑に
推進することにより，国
際的な信頼を確固たる
ものにするほか，国際
的なイニシアティブを確
保することができる。そ
の結果，ITER後の核融
合発電炉に向けた国際
競争力を維持・向上で
き，最終的に日本から
核融合発電技術を世界
に発信することが出来
る。

ITERで得た技術・実験
（シミュレーション）結果
が次の原型炉，発電炉
に活かされるのは言う
までもなく，逆にITERが
なければ次の原型炉は
無いと言っても過言で
はない。さらに，若い世
代（例えば30歳代だとし
て）から見て，ITER実験
開始には40代となって
おり，ITERは今の若い
世代が活躍して国際競
争を支配し，大きな経験
を獲得できる絶好の場
でもある。ITERで得た経
験が，まちがいなく21世
紀中葉の核融合エネル
ギーの実用化を近づけ
るであろう。

46



4367

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24004

次世代がん
研究戦略推
進プロジェク
ト

このまま
推進す
べき

基礎研究の成果を臨床
応用に活かすため、こ
の施策は是非推進すべ
きと考える。

がんについて基礎研究
の成果は、必ずしも臨
床に十分応用されてい
るとは思えない。 
特に個々人の遺伝子背
景と発がんとの関連が
かなり明らかになってき
たが、それを診断だけ
でなく治療や創薬まで
に応用されることを望ん
でいる。

4368

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24020
イノベーショ
ンシステム整
備事業

このまま
推進す
べき

地方の産業を活性化す
るための施策はいろい
ろあると言う声も多いと
思いますが、まだまだ
必要だと感じます。特
に、知の拠点としての大
学のその地における機
能を十分に発揮させて
いただくための本施策
は必要と思います。

地方には、その地域特
有の産業の企業が数多
くあるものの、研究開発
力は弱く、その地の資
源等を十分に生かし切
っていないことが多いで
す。また、そのような資
源に関する研究は、多く
の場合様々な研究資金
ではサポートされない
傾向があります。企業
のニッチな部門を強化
するためにも、地域の
産業界、自治体、大学
等が協力して目指す事
業を優先するためのシ
ステムがぜひ必要で
す。

4369

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

J-PARCは世界最先端
の科学を推進しており、
日本の科学技術が世界
のトップであるために必
要不可欠であります。ま
た、環境問題の解決、
材料科学の更なる展
開、生命科学の発展、
基礎物理学研究などは
人類の発展のためにも
益々、重要度が増して
います。また、アジアで
随一の加速器を日本で
発展させる事は、世界
の有能な科学者との交
流を深めるためにも重
要だと考えられます。

J-PARCの中でも特にミ
ュオン科学は発展途上
であり、超低速ミュオ
ン、物性研究、基礎物
理研究、新エネルギー
開発など他の手法では
到達できない新たな分
野を開拓する事が可能
です。まだ、科学分野と
しては未完成の分野で
はあると同時に人類未
踏の領域に到達できる
可能性を持つミュオン
科学に科学大国日本か
らの支援をお願いいた
します。

4370

民間 30～
文部
科学

24129

バイオリソー
改善・見
直しをし

理化学研究所の日本マ
ウスクリニックの目的
は、マウスの表現型の
情報を国際的に標準化
することである。また、
その目的を達成するた
め、使用する手順書は
国際レベルで標準化さ
れたものであり、検査項

本事業は国家プロジェ
クト内で実施しているた
め、大規模に検査が実
施されている。この事業
で得られた検査結果
は、今後、表現型情報
の国際標準になる可能
性があるレベルである。
しかしながら、国の機関
で検査まで実施してい
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企業 39歳 省 ス事業 た上で推
進すべき

目は剖検、生化学検
査、ITT、OGTT、血圧、
骨密度、及び体脂肪な
ど400に及んでいる。こ
れらの検査項目を可能
な限り民間に委託して
実施する体制を構築し
ていただきたい。

ては民間がその能力を
得る機会を減少させる
ことになる。そこで、本
事業の検査を民間に委
託することで国際的な
標準化に民間企業も協
調できる能力を身に付
けさせたいと考えている
ため。

4371

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

基礎科学の推進は、若
手研究者の創造性にか
かっており、本施策を更
に拡充して推進すべき
である。

科学研究は、若手研究
者がその推進に中心的
な役割を演じている。そ
れは彼らの柔軟な思考
力が、新たな学問の進
展に不可欠だからであ
る。また研究者のキャリ
アにおいて、大学院生、
ポスドク研究員は非常
に重要な時期であり、こ
られら時期にある研究
者をサポートすることの
重要性は、計り知れな
い。

4372

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

Bファクトリー加速器の
高度化にH23年度の予
算措置がなされ、計画
が予定通り推進される
ことを希望します。素粒
子物理学のような最先
端の基礎研究を日本で
行うことは、人類共通の
財産となる自然界の理
解に貢献できるととも
に、日本の文化的地位
の向上に寄与すること
で日本が活力を得るこ
とにつながると考えま
す。

Bファクトリー加速器の
高度化による新しい物
理法則の探求は自然科
学における最も基礎的
な研究のひとつであり、
学術的意義が高く、来
年度の科学・技術に関
する予算等の資源配分
の方針にある”基礎研
究の抜本的強化”に合
致します。また、高度化
されたBファクトリーは完
成すれば世界最先端の
実験施設となるので多く
の研究者の参画が期待
でき、上記方針の”科
学・技術を担う人材強
化”にも合致します。特
に若手研究者の人材育
成に貢献できると思い
ます。

4373
その
他

40～
49歳

文部
科学
省

24170

Bepi 
Colombo(水
星探査プロジ

このまま
推進す
べき

水星探査は、誰もが興
味を持つであろう宇宙
における人類への歴史
の一部である太陽系形
成過程の議論に欠かせ
ない。そして、日本は主
に水星の磁気圏探査を
担当するが、地球型惑
星のうち地球以外で唯

磁気圏は太陽宇宙線か
ら守るバリアであり、地
球生命生存にとって、そ
して宇宙開発にとってそ
の理解は必須である。
また、はやぶさの成功
が多くの子供たちのみ
ならず大人たちの心を
純粋に感動と称賛をも
って動かしたように、単
に科学議論の発達のみ
ならず、惑星探査を通じ
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ェクト） 一はっきりとした固有磁
場を持つ惑星であるの
で、地球との比較研究
ができれば惑星磁気圏
についての理解が一気
に深まる。

て困難を乗り越えやり
遂げる素晴らしさや「現
実の」未知の世界に触
れる体験を（ヨーロッパ
ＥＳＡとの共同作業であ
るから）国境を越えて分
かち合える素晴らしいプ
ロジェクトだからであ
る。

4374

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

厚生
労働
省

25101

先端的基盤
開発研究（創
薬基盤推進
研究）

このまま
推進す
べき

生命科学の進展著しい
現代にあって、その果
実を健康増進に生かす
ための施策は、国レベ
ルで推進しなければな
らない重要課題である。

生命科学の進歩が著し
いが、それを創薬に結
びつけるジョイント事業
がなければ、先進技術
の開発が他国に遅れる
ことになり、国家として
大きな損失となる。現状
でも不十分であるが、
常に国際的に最前線に
いるために重要な施策
と考える。

4375

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の研究
活動を支える重要な競
争的資金であり、予算
規模を拡充すべきであ
る。

新しい研究の芽を育て
るためには、採択率を
上げて、多くの研究者を
支援する必要がある。

4376

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム）

このまま
推進す
べき

文部科学省で施策して
いるイノベーションシス
テム整備事業を優先課
題にするべきであると
思います。

地方で研究開発を行う
には産学官の連携が必
要不可欠であり、また
国の支援も当然ながら
重要です。かかるプロジ
ェクトによる産業化への
道筋が将来の地方、ま
たは日本国の産業を支
える要になると考えられ
るからです。旧知的クラ
スターで得られた成果
を早期に産業に結びつ
けるには事業仕分けで
あったような研究費を絞
るのではなく拡大させる
べきだと思います。国の
将来を考えた場合、当
然イノベーション整備事
業は優先すべきである
と思います。

4377

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

特別研究員事業は、歴
史的にも日本の数々の
トップ研究者の輩出に
貢献してきたものであり
今後も推進すべきであ
る。

科学研究の推進には若
手研究者の育成は必須
であるが、経済的な援
助なしには何もできな
い。
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4378

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティ ブ

このまま
推進す
べき

タンパク質の構造解析
とその解析データを元
にした産業界への応用
と基礎から応用までを
広くカバーしており、大
学での知見をスムーズ
に社会に還元できるプ
ロジェクトであり、今後も
続けるべきである。

基礎と応用のリンクは
難しい。スムーズな技
術の移行を目的とした
組織が大学内につくら
れることからもそれが伺
える。そのような背景の
もとで、本プロジェクトは
基礎から応用までを網
羅しており、お互いに新
たな情報をフィードバッ
クできる組織が構築さ
れ、社会の要請をダイ
レクトに反映できると期
待できる。

4379

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

○ 我が国の研究者の
研究活動を支える重要
な競争的資金であり、
予算規模を拡充すべき
である。 
○ 研究者の研究活動
を支援する重要な制度
であり、着実な予算確
保が必要。 
○「若手研究（A）・（B）」
は、若い研究者にとって
研究費獲得の登龍門と
なっており、大幅な拡充
は必要である。

○ 新しい研究の芽を育
てるためには、採択率
を上げて、多くの研究者
を支援する必要があ
る。 
○ 大学等の研究費が
減少するなかで、公的
な研究資金による研究
支援は必要である。

4380
その
他

40～
49歳

文部
科学
省

24136
世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム

このまま
推進す
べき

基礎研究は成果の見え
にくいものと思います
が、長いスパンで優れ
た研究を見守るため
に、このプログラムは推
進したほうがいいと思い
ます。

基礎研究の充実が、科
学技術を支えると思う
からです。

4381

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

外務
省

22101

地球規模課
題に対応す
る科学技術
協力

このまま
推進す
べき

国際的な感染症対策お
よび感染症研究を効率
的に推進するために
は、学術的な能力のみ
ならず外交的な支援が
不可欠である。 
海外での事業をJICAが
支援し、それを支える国
内研究をJSTが支援す
るという省庁横断的な
取り組み自体を評価し
たい。感染症に関してこ
のような事業はこれま
でにほとんど例がなく、
本事業を成功させること
は日本の国際的評価の
向上につながるばかり
でなく、国際的視野に立
った日本の感染症研究
の一層の発展に貢献す
るものと信じる。

私は文科省の感染症研
究国際ネットワーク推進
プログラムに参加した
経験があるが、その実
施にあたっては途上国
の政治経済システム上
の問題、税金などの法
的問題を素人の大学人
が現地で日本国政府の
支援が得られないまま
手探りで解決しなけれ
ばならなかった。そのつ
らい経験から言って、大
学、文科省と外務省を
結ぶ本事業が企画立案
され実施されていること
は画期的であり、本事
業をぜひ継続推進して
いくことで、日本国の科
学技術外交のよいモデ
ルとすべきである。
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4382

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

本プログラムによる構
造解析、創薬技術の基
盤整備は科学技術創造
立国を目指す，我が国
にとって先進諸外国と
対等にあるいは先んじ
てライフサイエンス分野
の研究を進める上で欠
くべからざるインフラで
ある。また、それらイン
フラの利用、応用方法
も画期的に進歩し、利
用できる人材の育成も
進んでいるのでさらに
推進すべきである。

本プログラムによって解
析されたタンパク質の
構造を基盤とした創薬
も進みつつある。本プロ
グラムを継続してそれら
事業を支援することで
我が国発の優れた医薬
などの開発が期待され
る。日本国民のみなら
ず、世界中の人類の福
祉に貢献できるばかり
か、我が国の経済にと
っても大きなメリットとな
ると考えられる。

4383

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

国土
交通
省

28002

中古住宅流
通促進・スト
ック再生に向
けた既存住
宅等の性能
評価技術の
開発

このまま
推進す
べき

 成熟社会に向けて、
住宅ストックの再生に向
けた取り組みは急務で
あるが、個々の住宅の
設計図や仕様書の紛失
などによって、再生に向
けた建物評価や補強・
改修のための信頼性あ
る基礎データの欠落が
大きな課題となってい
る。 
 本施策は上記の問題
点を克服するには、短
時間で精度の高い建物
計測を行う３次元計測
技術と評価のためのデ
ータベースを整備するも
のであり、ストック再生
に向けた基盤となること
が期待される。

 既存建築物の計測
は、従来、写真や手計
測によって、２次元図面
を作成しているが、この
作業には膨大な作業が
伴うとともに、人でによ
るため多大なマンパワ
ーが掛るとともに、ヒュ
ーマンエラーや錯誤に
よる記載ミス、また恣意
的な作成や、計測者の
個人差による作成資料
のバラツキなど、信頼
性が十分とは言えな
い。 
 今後、再生に向けた
評価や助成などの活動
においては、評価資料
の正確性や客観性は重
要であり、本施策によっ
て計測技術が確立され
ることが望まれる。 

4384

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

 多くの学生が勉学に
励み、日本の科学技術
を下支えする国立大学
施設を安心・安全で充
実した教育研究ができ
る環境を確保するた
め、耐震改修及び老
朽・狭隘施設を解消す
る予算措置が必要と考
えます。

 平成２１年５月の文科
省の調査でも耐震性が
劣る建物がいまだに４３
８万平方メートルも残さ
れていて、まだ危険性
が改善されていない建
物が多くあります。 
 法人化後は、耐震化
やアスベスト除去など
の安全性確保のための
施設整備が優先されて
おり、最新の教育研究
を行うための施設として
は老朽・狭隘化が進
み、これを解消する予
算が乏しく、改善が非常
に遅れています。 
 これらを解決するには
今まで以上の予算措置
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が必要です。 

4385

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

目的（３）について意見
を申し上げます。現在、
PDとしてアカデミック・
民間の療法に就職活動
をしています。問題にな
るのはたしかに応募で
きる民間企業の少なさ
です。しかしながら、い
ままでの経験をアカデミ
ック以外で活かそうと前
向きに民間を含めて実
際に就職活動をしてい
て一番困っているのが
アカデミックに応募する
際の書類の用意の手間
です。大学によって、例
えば研究の目的が「２０
００字以内で～」や「A4
一枚程度～」などとバラ
バラの上に、要求書類
もバラバラですし、書類
の提出も自分で郵送の
簡易書留で送らねばな
らず費用や時間がかか
ってしまい、民間への就
職活動に手間をかけら
れません。

一方で、アメリカでは
mathjobs.orgというサイ
トがあり同じ書類をweb
上で複数の大学に一度
に申し込みできます。こ
こでも現状の不効率な
運営で、他国に遅れを
とっている原因がありま
す。施策が目指す目的
を達成するために、小さ
な障害にお見えになる
かもしれませんが、
jrec-inからwebで直接
応募できるようにする、
や応募書類のフォーマ
ットの統一を呼びかけ
る、など実行できれば
少なくとも本施策の目
的（３）への着実な効果
が見込めますのでぜひ
ご検討ください。 

4386
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20118

未利用周波
数帯への無
線システムの
移行促進に
向けた基盤
技術の研究
開発

このまま
推進す
べき

これだけ無線機能のつ
いた家電が普及し、そ
の便利さに慣れてしま
えば、近い将来きっと周
波数の枯渇が問題にな
ります。

周波数は貴重な資源で
すが、現在は家庭内で
は2.4G/5Gに利用が偏
っています。800Mや2G
帯といった使い勝手の
良い帯域は公衆通信用
で有料です。是非とも高
い周波数（ミリ波帯）の
利用を推進し、家庭内
のLANや画像伝送に開
放することを政策的に
進めていただきたい。

4387

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

経済
産業
省

27121

太陽光発電
システム次世
代高性能技
術

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

「太陽光発電の導入規
模を２０２０年に現状の
２０倍にするという目標」
が大前提となった技術
開発であることは理解
できるが、このままでは
技術課題は解決でき、
目標達成できたとして
も、社会的にはコストを
支払いながら、という良
くないシナリオからの脱
却が明確でない。

経済的な手当て、もっと
直截的に言えば、太陽
光発電システム製造ビ
ジネスの成立と、太陽
光発電システムの社会
的維持コスト負担のシ
ナリオと一体的に推進
すべきである。グローバ
ルな競争に打ち勝つた
めには、事業の開発や
社会としての負担方法
の施策と切り離した技
術開発が危険である例
は、枚挙にいとまがな
い。 

日本の研究費には、テ
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4388

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

日本に科学研究推進の
中核を担う事業であり、
これまで以上の推進が
必要と考える。

ーマ設定されたものが
多く、そのテーマから外
れた研究の中にも世界
的にも競争が激しく、重
要なものが多いのも現
実である。そのような分
野にいる研究者が向か
う先が科研費であり、重
点テーマ同等に十分な
サーポートは重要と考
える。

4389

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24003

海洋研究開
発機構運営
費交付金「海
洋資源・エネ
ルギーの探
査・開発」(新
規)

このまま
推進す
べき

重要なプロジェクトだと
思うため。

日本の科学技術レベル
を低下させないために
もこのようなプロジェクト
は大事である。

4390

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

わが国の科学技術を支
える最も基本的かつ重
要な制度であり、特に
長期的な展望にたっ
て、基礎的分野を中心
に予算規模を拡充すべ
きである。

大学等の研究費が減少
する中で、公的な研究
資金による研究支援は
必須である。

4391
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24148
理科教育等
設備整備等
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

昨年度と同じく、規模の
大きい補正予算が必要
と思います。その際に
従来の枠組みと同様の
５０％補助でなく、１０
０％補助という形での予
算設定をしてもらいた
い。

従来より備品の充足率
が高くないという状態が
続いている中で、指導
要領の改訂が行われ、
新単元導入に伴う備品
購入が十分には進んで
いない。 ５０％補助と
いう扱いのため、必要
度の高い予算の乏しい
自治体ほど対応が困難
となっている。また、地
方議会での予算承認が
必須となってしまい、政
府や文部科学省が意図
したタイミングでの経済
効果が発揮できていな
い。

4392

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24008

テニュアトラ
ック普及・定
着事業（新
規）

このまま
推進す
べき

重要なプロジェクトだと
思うため。

日本の科学技術レベル
を低下させないために
もこのようなプロジェクト
は大事である。

Spring8の成果は世界
に誇れるものであり、こ
れをさらに発展させるた

大型放射光施設
（SPring-8）は、世界最
高性能の放射光によ
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4393

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24178
大型放射光
施設
（SPring-8）

このまま
推進す
べき

めに、これまで以上の
支援をお願いしたい。
Spring8は、海外の同様
の施設とことなり使用者
が料金を支払うことにな
っており、使用研究者
の大きな負担となって
いる。このような料金徴
収をやめ、世界の施設
と同様の支援をお願い
したい。概算要求額が
昨年に比べて9440から
9137（百万円）削減にな
っているが、上記のよう
にこれは、不適当であ
る。利用者の負担を軽
減するために昨年の同
額または数％程度の増
額をすべきである。

り、微細な物質の構造
や状態を解析する施設
であり、特定先端大型
研究施設の共用の促進
に関する法律」（共用
法）に基づき研究者等
への共用を着実に図
り、様々な分野における
革新的な研究成果の創
出に貢献している。この
施設はAPS, ESRFと並
ぶ世界の3大放射光施
設であり、世界の3極の
一つとして、基礎応用の
分野で世界の先端を走
っている。これを維持し
発展させることは不可
欠である。

4394
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24172
先端研究施
設共用促進
事業

このまま
推進す
べき

本事業では、企業が成
果非公開で大学の保有
する高速かつ大容量の
計算資源を有償で利用
可能である。利用方法
の説明も丁寧で、個別
にアドバイスも受けられ
る。本事業を利用するこ
とにより、通常は多額の
費用がかかる大規模な
分子軌道計算を低コス
トで実行できる。その結
果は、有機合成化学へ
応用可能な効果的なも
のであるため、本事業
のさらなる推進を期待し
たい。

本事業で提供されてい
る設備の導入は、その
計算資源の維持管理に
必要な人件費、光熱
費、設置空間の面で多
額のコストを要する。本
事業は、その負担を全
面的に担っており、効果
的なワークシェアリング
となっているため。ま
た、本事業を利用する
ことにより得られる結果
を有機合成化学へ応用
することにより、無駄な
合成を省いた効率的な
研究開発と環境負荷へ
の低減が期待できるた
め。

4395
その
他

40～
49歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

光通信産業こそが、こ
れからの日本の成長産
業であると思う。 
光通信産業の研究開発
を強力に推進すべきで
あり、益々国として力を
入れるべき分野だと考
える。

日本の光ファイバーサ
ービスは、世界のトップ
クラス。この地位を維持
することは、日本の国際
競争力を考えると大変
重要なことであると考え
るから。

4396
公益
法人

60歳
～

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター

このまま
推進す
べき

本事業（グローバル型）
は５年計画の中間年を
迎え研究成果も多く出
て、さらにベンチャーを
含めた事業化の動きも
活発化してきている。こ
れからは実用化を目指
す追い炊き期に入る。こ
こに強力な予算をつけ
て事業成果につなげる
べきである。また、地域

我国のこれからの活性
化には、首都圏など一
部地域のみの効率化で
は限界が来ており、そ
の他の地域におけるユ
ニークな技術・産業の
創出が重要である。特
にライフサイエンス系は
大学からの技術の流れ
が必須であり、地域の
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プログラム （県）の産業政策も本事
業と連動する形で組ま
れており、地域ビジネス
イノベーションの成否に
関わる重要な事業であ
る。

大学のイニシアチブへ
の期待が大きい。各地
域はミッションの達成を
目指して盛り上がって
おり、その火を消しては
ならない。

4397

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24009
特別研究員
制度

このまま
推進す
べき

重要なプロジェクトだと
思うため。

日本の科学技術レベル
を低下させないために
もこのようなプロジェクト
は大事である。

4398

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
活動支援

このまま
推進す
べき

重要なプロジェクトだと
思うため。

日本の科学技術レベル
を低下させないために
もこのようなプロジェクト
は大事である。

4399

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

J-PARCは、我が国が
基礎科学を推進するた
めに必要不可欠な施設
であり、本施設を積極
的に利用するために必
要な経費を当て、さらに
施設の性能を高めるた
めの資金を投入すべき
である。

J-PARCは、KEKと合わ
せて1,400億円近くの巨
額の経費を使い、ほぼ
建設が終了した。せっ
かく造った世界最高性
能の施設の能力を余す
ことなく使うための努力
は惜しむべきではない。

4400

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24012

博士課程リ
ーディングプ
ログラム(新
規)

このまま
推進す
べき

重要なプロジェクトだと
思うため。

日本の科学技術レベル
を低下させないために
もこのようなプロジェクト
は大事である。
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